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平成２０年度の成果の概要 

 

 

１．はじめに 

 平成 15 年７月に科学技術・学術審議会において建議された「地震予知のための新たな観測研究

計画（第２次）の推進について」（以下、「第２次新計画」という。）のもと、平成 16 年度から平成

20 年度にかけて地震予知に関する研究計画が実施された。第２次新計画では、計画を推進するため

に、科学技術・学術審議会測地学分科会地震部会の下に、計画実施機関からの委員で構成する観測

研究計画推進委員会を平成 16 年４月に設置し、年度ごとに観測研究実施計画及び観測研究成果報

告の取りまとめを行ってきた。 

 本報告は、第２次新計画の成果について、平成 20 年度の研究成果を中心に取りまとめたもので

ある。 

なお、計画の実施機関は以下の通りである。 

・国立大学法人： 北海道大学、弘前大学、東北大学、秋田大学、東京大学、東京工業大学、名古

屋大学、京都大学、鳥取大学、高知大学、九州大学、鹿児島大学 

・独立行政法人： 情報通信研究機構、防災科学技術研究所、海洋研究開発機構、産業技術総合  

研究所 

・政 府 機 関： 国土地理院、気象庁、海上保安庁 
地震の発生を定量的に予測するためには、広域の地殻応力が特定の断層域に集中していく地震発

生の準備過程を理解し、地震断層域で応力が再配分されるしくみを理解する必要がある。さらに、

観測を通じてこれらの過程を迅速に把握するとともに、地殻活動の推移予測を目的とした物理モデ

ルに基づいた数値シミュレーションモデルによる予測を行うことが必要である。この考えに基づき

平成 16 年度から実施された第２次新計画では、次のような項目に沿って研究を実施した。 

（１）地震発生に至る地殻活動解明のための観測研究の推進 

（２）地殻活動の予測シミュレーションとモニタリングのための観測研究の推進 

（３）新たな観測・実験技術の開発 

（４）計画推進のための体制の整備 

 上記項目のうち「（１）地震発生に至る地殻活動解明のための観測研究の推進」は、地震発生に

至る地殻活動の全過程と、その過程に伴って現れる種々の地殻現象の発生機構を解明するための総

合的観測研究であり、次のような小項目に分けられている。 

１）日本列島及び周辺域の長期広域地殻活動 

２）地震発生に至る準備・直前過程における地殻活動 

３）地震破壊過程と強震動 

４）地震発生の素過程 

 また、「（２）地殻活動の予測シミュレーションとモニタリングのための観測研究の推進」は、地

殻活動の推移予測を行うための地殻活動予測シミュレーションモデルの開発研究及び地殻の状態

を実時間で把握する地殻活動モニタリングシステムの高度化のための研究であり、次のような小項

目に分けられている。 

１）地殻活動予測シミュレーションモデルの構築 

２）地殻活動モニタリングシステムの高度化 

３）地殻活動情報総合データベースの開発 



 - 2 -

 「（３）新たな観測・実験技術の開発」は、地震発生に至る一連の過程に伴う地殻現象を高精度

で検出するための、新たな観測・実験技術の開発研究である。 

 「（４）計画推進のための体制の整備」については、計画全体を効果的に推進できる体制の整備、

観測研究プロジェクトを立案・推進するための広く開かれた仕組みの整備を図るものであり、平成

16 年度から科学技術・学術審議会測地学分科会地震火山部会に設置された観測研究計画推進委員会

が重要な役割を担っている。観測研究計画推進委員会は、国立大学法人、独立行政法人、政府機関

等の組織がそれぞれの機能に応じた役割分担と密接な協力連携の下に計画を推進するための委員

会であり、本報告書も同委員会により編集されている。 

 

 

２．平成 20 年度の重要な成果 

２－１．研究計画の特筆すべき成果 

１）東海・東南海地震の震源域におけるプレート間固着の解明 

 中部日本の GPS（汎地球測位システム）データを用いたブロック断層モデルの解析により、ゆっ

くり滑り（2001 年 1 月～2004 年 8 月）およびそれ以外の２つの時期（1996 年 4 月～2000 年 4 月、

2006 年 1 月～2008 年 8 月）について、プレート間の固着の分布の推定を行った。駿河湾から熊野

灘にかけてのプレート境界は、深さ 10～20km の部分においてほぼ全面的に固着しており、これは

ゆっくり滑り発生時においても変化していない。東海地域における過去の研究成果や 1944 年（昭

和 19 年)東南海地震（M7.9）の震源断層モデルと整合的な結果が得られており、熊野灘と比較して

東海地域では滑り欠損が半分程度と小さくなること、深部低周波微動はプレート間の固着がほぼ無

くなる場所で発生していること、東海ゆっくり滑りは固着域から安定滑り領域への遷移領域で発生

したことも分かる（図１）。 

 

 

２）内陸地震発生域の歪・応力集中機構 

 跡津川断層周辺において、地震活動がこれまでになく精密に求められた他、応力逆解析、地震波

トモグラフィ法解析、制御震源構造探査、比抵抗構造探査が実施された。上部地殻に 1858 年飛越

地震のアスペリティに相当する高速度域が存在し、その下方の下部地殻に存在する低速度域が、上

記の高速度体の間にまで及ぶことを示した。アスペリティに相当する上部地殻内の非地震発生域は

高比抵抗、その周囲の地震頻発域および下部地殻の低速度域は低比抵抗で、流体の存在を強く示唆

する。跡津川断層域両端では火山地域があり、低速度域が下部地殻から上部地殻にまで達しており、

その非弾性効果が破壊の進展を妨げ、結果的に断層のサイズを規定していると考えられる。GPS 観

測によれば、高速度体を含む跡津川断層のほぼ全体（深さ 15km まで）が固着している可能性が高

く、観測された変位は下部地殻における内部変形でまかなわれていると考えられる。これらの結果

から、地殻内に蓄積された応力が高速度体境界域に集中し、最終的には破壊に至るという内陸地震

発生モデルが考えられる。地殻内の流体の存在が媒質の変形に不均質を生じさせ、それにより構造

の不均質な部分に応力を集中させ、さらにこの過程が進展すると考えられる（図２）。 

 

 

３）プレート内地震の発生機構 

沈み込む海洋プレート（スラブ）内では、大地震がしばしば発生し、またプレート境界地震とプ
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レート内地震との相互作用を明らかにするためにも、プレート内地震の発生機構の理解は重要であ

る。DD（二重時間差）トモグラフィ法を用い、北海道東部の太平洋スラブ内の詳細な地震波速度構

造を推定した。その結果、二重地震面下面に沿って低速度域が分布すること、地震活動があまり活

発でない上面と下面の間（面間）は高速度であることが明らかになった。ただし、1993 年（平成 5

年）釧路沖地震（M7.8）の余震域は下面から面間に向かってほぼ水平に伸びているが、そこでは面

間であっても例外的に低速度を示すという特徴がある（図３）。下面や釧路沖地震の余震域の速度

は、無水カンラン岩の速度よりも小さいため、そこには水が分布することが期待される。これらの

成果は、二重地震面下面の地震、及びスラブ内地震の発生には水が深く関与していることを示唆し

ている。 

 

 

２－２．大地震の緊急的研究とその成果 

 大地震の発生に伴う極めて活発な地殻活動を研究すると、通常では得られない知見が得られるた

め、大地震の直後には、余震観測をはじめとした集中的な観測を行っている。 

 

１）2008 年（平成 20 年）岩手・宮城内陸地震（M7.2） 

 2008 年（平成 20 年）６月 14 日に発生した岩手・宮城内陸地震について、緊急の地震および GPS

観測を実施した。余震は西側に傾斜した分布を示しているが、一部では東傾斜の分布も見られ、複

雑な震源断層を示している。地震波トモグラフィ解析から、余震は高速度域内で発生していること

が分かった。震源域直下の下部地殻から最上部マントルには顕著な低速度域が存在しており、地殻

流体の分布が内陸地震の発生機構に密接に関連していることを示している（図４）。GPS 観測から、

地震時滑り発生域の浅部延長で顕著な余効滑りが発生したことが確認された。震源域北部では、地

震時滑りと余効滑りが別々の断層面で発生した可能性がある（図５）。 

 

 

３．成果の概要 

 （１）地震発生に至る地殻活動解明のための観測研究の推進、（２）地殻活動の予測シミュレー

ションとモニタリングのための観測研究の推進、（３）新たな観測・実験技術の開発の３項目につ

いて、平成 20 年度に達成された成果を中心に第２次新計画の成果の概要を示す。 

 
３－１．地震発生に至る地殻活動解明のための観測研究の推進 

１）日本列島及び周辺域の長期広域地殻活動 

 日本列島の地殻活動を理解し予測するためには日本列島から東アジア規模の観測研究が必要で

ある。これは、日本列島周辺でのプレート運動によりもたらされる力が日本列島における活発な地

殻活動の原因であり、さらにその力が日本列島内で再配分され地震発生域に作用しているからであ

る。そのため、日本列島周辺のプレート運動の詳細および日本列島規模の構造と変形を知る必要が

ある。 

 

ア．日本列島及び周辺域のプレート運動 

アムールプレート東縁部における多点での GPS 観測や、周辺の GPS 観測データから推定した、ア

ムールプレートのユーラシアプレートに対するオイラー極は、用いるデータセットにより、大きく
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位置が異なり「アムールプレート」と称されている地域は実は一枚の剛体で近似することが不適切

であることが分かった。 

 

イ．列島規模のプレート内の構造と変形 

 深度解析に三次元速度構造を用いた変換波の波形解析により、東海から九州北部までの領域にお

いて新たなフィリピン海プレート形状モデルの構築を行った。従来の研究で明らかにされている中

国地方に加え、淡路島周辺や琵琶湖北東部下に非地震性海洋プレートの存在を確認した。また、海

洋プレート内の地震の分布やメカニズムはプレート形状に強く影響を受けていることが明らかに

なった。 

 

２）地震発生に至る準備・直前過程における地殻活動 

 応力の集中と地震の発生の関係を解明するには、地震発生に至る準備過程から直前過程までの地

殻活動を相互に関連する一連の過程として研究する必要がある。近年、急速に理解の進んだプレー

ト境界における歪・応力集中機構、内陸地震の準備過程、地震発生直前の物理・化学過程及び地震

発生サイクルについて、それぞれの成果を概観する。 

 

ア．プレート境界における歪・応力集中機構 

 アスペリティの位置を高精度で推定することは、地震発生予測のみならず強震動の予測にとって

も極めて重要である。日本周辺のプレート沈み込み帯において、アスペリティの分布やその振る舞

い、構造的な特徴などを明らかにするための観測研究が行われた。また、これまでアスペリティが

知られていない領域でもその位置を推定可能にする目的で、既に位置が知られているアスペリティ

やゆっくり滑り域と、地下の構造の相関を調べる研究も進められてきた。 

茨城県沖の M7 級地震が繰り返し発生している場所では、海山が存在する一方で、海山とアスペ

リティの位置が一致しないことが分かり、海山ではプレート間の摩擦がむしろ小さいことが分かっ

た。海底地殻変動観測により、東海沖、相模湾、福島県沖、宮城県沖の海底基準点で定常的なプレ

ート運動を検出した。これにより、現状の海底観測技術が、数年間の観測によりプレート運動を検

出可能なことを実証した。また、プレート間の固着が福島県沖では周囲と比べて強くないことを明

らかにした。 

 ゆっくり滑りや深部低周波微動は、プレート境界の振る舞いの多様性を示すものであり、その物

理過程を解明するために様々な観測研究を行ってきた。南海トラフ沿いで発生する深部低周波微動

および超低周波地震の活動をモニターする手法を確立し、その時空間的な分布の特徴を明らかにし

た。深部低周波微動や短周期ゆっくり滑りに同期して発生する、周期約 20 秒に卓越する深部超低

周波地震を発見し、CMT（セントロイド・モーメント・テンソル：地震波形から求められた地震の

位置・規模・発震機構）解析から、これらが低角逆断層構造を有しプレート境界で発生しているこ

とを示した。また、低周波微動とゆっくり滑りでは後者が本質的な現象であり、特定の条件が満た

された時にのみ微動が発生していることが示された。 

 

イ．内陸地震発生域の不均質構造と歪・応力集中機構 

 跡津川断層周辺において不均質構造と歪・応力集中機構を詳しく調べた他、2005 年（平成 17 年）

福岡県西方沖の地震（M7.0）、2004 年（平成 16 年）新潟県中越地震（M6.8）、2007 年（平成 19 年）

新潟県中越沖地震（M6.8）、2007 年能登半島地震（M6.9）、2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域周
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辺において、余震観測、構造探査などを実施した。その結果、内陸地震震源域の不均質構造の解明

が大きく進展し、地質構造との対応、破壊過程や余震発生様式との対応が明らかとなった。 

 

ウ．地震発生直前の物理・化学過程 

南アフリカ金鉱山の地下 2～3km において、採掘に伴って発生する M<3 の地震活動とそれに伴う

岩盤挙動の至近距離・高感度観測を行った。２つの観測点で遅い歪変化が発見され、そのうちの一

部には明瞭な前駆的歪変化が見られた。また、歪変化の規模と特徴的な継続時間との関係は、 プ

レート境界などのゆっくり滑りについて提唱された両者の関係とは傾向が異なることが分かった。 

 

エ．地震発生サイクル 

日本海溝や相模トラフ、南海トラフ等で発生する海溝型の大地震について、通常の地震サイクル

を超える数百年に一度のハイパーサイクルが存在することが明らかとなった。また、千島海溝西部

や宮城県沖日本海溝の津波堆積物の調査によって、海溝型地震は常に同じような規模で発生するの

ではなく、まれに複数の震源域が連動破壊して巨大津波を発生させることを明らかにし、チリ海溝

やインド洋東岸でも巨大津波の履歴の解明に成功した。 

 

３）地震破壊過程と強震動 

 三次元地下構造の考慮や近地強震記録、遠地実体波波形、GPS 測地データを用いた同時逆解析な

どにより震源過程解析の高度化を一層進め、国内外の地震への適用を数多く行った。その結果得ら

れるアスペリティの微細構造を微小地震分布や構造探査結果等と比較して、アスペリティの特性の

解明を進めた。アスペリティ研究や強震動予測の高度化のためには、高精度の地下構造モデルの構

築や、強震観測の拡充・整備が欠かせず、これらの研究及びその成果に基づいた強震動予測とその

シミュレーションの実証的研究を行った。 

 

ア．断層面上の不均質性  

 三次元地下構造でのグリーン関数（地震波伝達関数）を用いた震源過程の解析手法を開発し、こ

れまでに 1995 年（平成７年）兵庫県南部地震（M7.3）、2003 年（平成 15 年）宮城県北部の地震（M6.4）

の震源モデルを推定した。また、強震波形と地殻変動データとの広帯域記録統合解析により、詳細

な震源過程とアスペリティ位置の高分解能化が実現し、地震性滑りから余効滑りに至る震源過程の

全体像が明確になった。 

 2008 年 1 月 11 日に発生した岩手県釜石沖の地震（M4.7）の滑り分布を、近地広帯域地震波形逆

解析により推定し、一連の釜石沖の繰り返し地震がほぼ同じアスペリティの繰り返し滑りであるこ

とを確認した。一方で高周波地震動解析からは、滑り分布にわずかな相違が存在することが示され

た。このように、アスペリティの破壊は詳しく見ると必ずしも毎回同じではなく、大地震の破壊過

程の予測には、個々のアスペリティの滑り履歴の詳細な検討が課題となる。 

 

イ．強震動シミュレーション・強震動予測 

関東平野の長周期地震動の生成伝播特性を強震観測データ解析と、強震動シミュレーションの比

較から詳しく調査し、震源の位置と規模を特定すれば、平野で強く生成する長周期地震動の発生予

測が可能であることを示した。また、近い将来に発生が懸念される主要な海溝型地震を想定し、長

周期地震動の予測地図の作成に必要となる中部・関東・近畿地域・南東北の地下構造モデルの構築
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を進めた。 

「地震－津波連成シミュレーションコード」を新たに開発し、海溝型の大地震による強震動と大

津波の発生過程を検証した。まず三次元不均質場での地震波伝播と地殻変動について地震動シミュ

レーションを行い、そこで求められた海底面の上昇と沈降の時空間変化を入力として三次元ナビ

エ・ストークス式の計算により津波を評価した。 

 

４）地震発生の素過程 

 観測可能な Vp、Vs、比抵抗、Ｑ等から、どのような物質がどのような状態にあり、どのような破

壊・摩擦特性を持っているのか推定できるようになることを目指した実験的・理論的研究を推進し

た。摩擦破壊現象の物理・化学的素過程を実験的に明らかにしていくことによって、アスペリティ

の実体、摩擦破壊現象の大規模・小規模摩擦破壊現象の類似性などについて理解を深めることを目

標とした。 

 

ア．摩擦・破壊現象の物理・化学的素過程 

深さ 100-200 km 程度の稍深発地震の発生メカニズムとして蛇紋岩の脱水脆性化が有力しされて

きたが、脱水反応時の体積変化の物理化学的考察からは過剰間隙水圧は生じないことになる。この

ような考えにもとづき、非常に高圧で脱水反応した蛇紋岩の変形実験を行い、不安定な破壊は起こ

らないことを示した。 

 

イ．地殻・上部マントルの物質・物性と摩擦・破壊構成則パラメータ 

 蛇紋岩は、不安定な地震性の滑りを起こしにくい力学的性質を持っており、地震発生の力学に対

して大きな影響を持つ。弾性波速度の分布から、沈み込み帯等において蛇紋岩の存在が示唆されて

いたが、従来解釈に用いられたのは、低温型蛇紋岩の弾性波速度データであるため適切でない。そ

こで、本計画においては、高温型蛇紋岩の弾性波速度を、地震発生場の高温・高圧を再現して計測

した。トモグラフィで示唆されるほど低い弾性波速度を再現するためには、高温型蛇紋岩自体の弾

性波速度だけでは説明できず、間隙水が存在していることが必要であるとの結論を得た。 

 弾性波を透過させることで、断層面の固着状態を非破壊的にモニターすることが定量的に可能な

ことが示され、固着滑り実験においては、載荷せん断応力がピーク値に達するより前に、物理的な

固着のはがれは大方完了することがわかった。 

 

  
３－２．地殻活動の予測シミュレーションとモニタリングのための観測研究の推進 

１）地殻活動予測シミュレーションモデルの構築 

 「地殻活動予測シミュレーションモデルの構築」研究計画の目標は、北米、太平洋、フィリピン

海、ユーラシアの四つのプレートが複雑に相互作用する日本列島域を一つのシステムとしてモデル

化し、観測網からの膨大な地殻活動データをリアルタイムで解析・同化することで、プレート相対

運動によって駆動される広域応力の増加から準静的な震源核の形成を経て動的破壊の開始・伝播・

停止に至る大地震発生過程の定量的な予測を行うことである。 

 

ア．日本列島域 

地殻マントルの弾性－粘弾性構造、プレート境界の三次元形状、断層構成則の環境依存性等を考
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慮した、日本列島域の地殻活動シミュレーションモデルのプロトタイプ（CAMP モデル）を構築した。

また、2003 年十勝沖地震（M8.0）について、準静的応力増加－動的破壊伝播－地震波動伝播の連成

シミュレーションを行い、理論的に予測された地震波形と実際に観測された地震波形が概ね一致す

ることを示した。 

 

イ．特定の地域 

 摩擦特性の不均一性を考慮したシミュレーションにより、1994 年（平成６年）三陸はるか沖地震

（M7.6）の余効滑りと最大余震（M6.9）を含めて、三陸沖のプレート境界地震の繰り返しを説明す

るアスペリティモデルを構築した。これにより、摩擦特性の大まかな分布について知見が得られた。  

 

ウ．予測シミュレーションモデルの高度化 

予測シミュレーションの高度化のため、余効変動の GPS データ時間依存逆解析による摩擦パラメ

ータ推定が行われた。また、現在の地殻活動予測シミュレーションでは考慮されていない物理過程

を組み込むため、熱多孔質媒質中での破壊伝播シミュレーション、離散要素法による粉体シミュレ

ーション、内陸地震のモデル化に向けた粘弾塑性有限要素法（FEM）コードの開発、有限要素法お

よびその拡張によるプレート境界域周辺の地殻変動シミュレーション、不均質媒質における破壊伝

播シミュレーションモデルの高度化などが進められた。 

 

２）地殻活動モニタリングシステムの高度化 

 日本列島全域の地殻活動モニタリングは、政府の地震調査研究推進本部が策定した基盤的調査観

測としての地震及び GPS 連続観測網により行われ、今日では、その観測データ及び解析結果は広く

公開されている。モニタリングシステムによって得られるデータは、地殻活動予測シミュレーショ

ンモデルの構築やシミュレーション結果の検証において必須なものである。また、過去のデータと

ともに日本列島地殻活動情報データベースとして整備されることにより、大地震発生時の即時対応

等にも活用できる。列島規模の広域のモニタリングシステムだけでなく、想定東海地震震源域や想

定東南海・南海地震震源域等、大地震の発生が予想される特定の地域における地殻活動モニタリン

グの高度化も重要である。 

 

ア．日本列島域 

 リアルタイムで取得可能になったGEONET(国土地理院の全国GPS連続観測網)の1秒毎のデータを

利用し、震源断層の即時解析手法の開発を進めた。60 点の電子基準点の同時解析が可能となり、2008

年岩手・宮城内陸地震等に適用したところ、震源断層モデルの推定に耐えうる精度の地殻変動が地

震後 10 分以内に得られることが確認できた。 

 

イ．東海地域 

大地震の発生が予測されている東海地域においては、列島規模のモニタリングに加えて、より高

度化された地殻活動モニタリングのための研究開発が実施されている。前兆滑りや短期的ゆっくり

滑りの早期発見及び把握のために、気象庁以外のデータを用いた同時異常の監視を可能にし、その

有効性を確認した。また、東南海沖に新たなケーブル式海底地震計システムを敷設し、運用を開始

した。 
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ウ．東南海・南海地域 

 東南海・南海地震域における地殻変動特性を研究するために５カ年で 16 点の GPS 観測点を増設

し、ゆっくり滑りのモニタリングを行なった結果、浜名湖周辺の東海ゆっくり滑りが沈静化後、そ

の周囲で滑りが発生していることが分かった。また、東南海・南海地震予測のため 12 点の地下水

等総合観測施設を新規に整備した。この施設は地殻変動や地震計も併設し、四国－紀伊半島周辺直

下のプレート境界で生じる M6－6.5 の短期的ゆっくり滑りを検出可能である。 

 

エ．その他特定の地域 

 近い将来の地震発生が懸念されている宮城県沖における固着および滑りについて、GEONET 観測点

および沿岸域に増強した GPS 観測点のデータを用いた準リアルタイム処理技術、及び相似地震（小

繰り返し地震）を用いた準リアルタイム処理技術を開発し、非定常的な滑りを見出すことができる

ようになった。 

 

３）地殻活動情報総合データベースの開発 

「地殻活動情報総合データベースの構築」の研究は、地殻活動予測シミュレーションモデルの開発

の基礎となる観測データを整備し、地殻活動モニタリングシステムから有効に情報を取り出すため

に必要不可欠である。 

 

ア．日本列島地殻活動情報データベースの構築 

日本付近の過去の大地震について、古い地震記象や津波記録、測地記録などをスキャナーを用い

てデータベース化を行い、研究者が必要なときに迅速に利用できるようなシステムの構築を行った。

日本列島全域における地震観測データベースを逐次的に追加・更新した。過去さまざまな機関で実

施された活断層調査の情報を網羅的に収集した活断層データベースを構築し、インターネット上で

の公開を行った。10,000 平方キロメートルを達成目標として、活断層の詳細な位置、関連する地形

の分布等の情報を、1:25,000 都市圏活断層図として整備・公表してきた。一元化処理による全国地

震カタログの作成作業を継続して行い、地震・火山月報（カタログ編）、地震年報を刊行した。 

 

イ．地殻活動データ解析システム 

 地殻活動総合解析システムの開発、運用を行っているが、この５ヵ年の期間中、新たに行われた

観測データの追加、GEONET の新解析戦略による解析結果への更新など、データベース内容の確認と

更新を実施した。 

 

３－３. 新たな観測・実験技術の開発 

「新たな観測・実験技術の開発」研究では、これまでとらえることが困難、または不可能であった

現象を見るための「道具」の開発し、地震予知のための観測研究の推進に貢献した。 

１）海底諸観測技術の開発と高度化 

プレート沈み込みに伴う大地震発生機構の解明等の研究では、陸域の観測網だけでは海域で発生

する地震を観測するには不十分で、十分な空間分解能と観測精度を得るには海底諸観測技術開発と

高度化が必要である。そのため、GPS－音響測距結合方式による海底測位計測システムの高度化、

海底における圧力・傾斜変動観測の高度化、海底ケーブル利用システムの開発、海底ボアホール利

用を目標とした歪・傾斜変動観測の高精度化、海底における長期地震観測の高度化などに関する研
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究が実施された。 

GPS－音響測距結合方式による海底測位計測システムの高度化に関しては、複数の研究機関が互

いに連携しながら研究を進めた。重要な成果としては、2004 年紀伊半島南東沖の地震（M7.1）に伴

う地殻変動を世界で初めて海底測地観測により捉えたことや、宮城県沖において太平洋プレートの

沈み込みに伴う陸側の地殻歪を初めて捉えるとともに、2005 年宮城県沖地震に伴う地殻変動を検出

し、2009 年春にはその余効変動が収束し震源域の固着が復活したことを捉えたことなどがある。 

 

２）ボアホールによる地下深部計測技術の開発と高度化 

 ボアホール利用による地下深部計測技術は、雑音の大きい地表から離れることによって高感度の

データを得るだけでなく、震源核に近づいて地殻応力状態や断層物質を直接測定するための重要な

技術の一つである。この研究項目では、地殻応力測定の高度化、ボアホール間隙水圧測定、光干渉

計測技術等先端技術の導入などが行われた。 

 

３）地下構造と状態変化をモニターするための技術の開発と高度化 

 地殻内の微小な応力変化、散乱体や地殻内流体の分布の変動、プレート境界での反射強度の時間

変動、地殻深部の物質移動地殻比抵抗の時空間変化、地殻内の水の状態変化などをモニターするた

め、精密制御震源技術の高度化、平坦な周波数特性を持ちかつ高感度な地震計の開発、マントル起

源のヘリウム放出量計測技術開発が行われた。 

 

４）宇宙技術等の利用の高度化 

 GPS や SAR（合成開口レーダー）に代表される宇宙技術の利用は地殻変動観測に革命をもたらし

た。ここでは GPS 測位技術の高度化研究、SAR による地殻変動観測手法の高度化研究、次世代テレ

メータ衛星通信システムの開発が実施された。 

 

４．課題と展望 

 現計画では、長期にわたる地殻活動によってもたらされる広域応力が特定の断層に集中していく

地震発生の準備過程と、それに続く直前過程における応力の再配分機構を理解し、観測によるそれ

らの過程の迅速な把握と、物理モデルに基づいた地殻活動予測シミュレーションモデルを開発する

ことが重要とされていた。 

 プレート境界のアスペリティの位置を正しく把握し、また、そこでの滑り欠損をモニタリングし

ていくことは、地震発生の中・長期予測にとって極めて重要である。地震記録の解析手法の高度化

により発生した地震のアスペリティ分布がより高精度で推定できるようになり、GPS データや相似

地震から滑り欠損をモニタリングする研究が進展した。また、地震学的な不均質構造とアスペリテ

ィの分布に良い対応関係があることが明らかとなった。しかし、こうした構造的特徴とアスペリテ

ィが対応する原因まで明らかになったとは言えず、構造的特徴の物理的実体を解明することが待た

れる。これまで、地殻・マントルの弾性－粘弾性構造、プレート境界の三次元形状、断層構成則の

環境依存性を考慮した地殻活動シミュレーションモデルにより、プレート境界での準静的応力増加

－動的破壊伝播－地震波動伝播をシミュレーションすることに成功した。今後は、各種データとシ

ミュレーションを統合した研究をより充実させる必要がある。 

 プレート境界における多様な物理過程として注目された深部低周波微動やそれに伴うゆっくり

滑りは、沈み込み帯にある程度普遍的な現象であることが示された。南海トラフ沿いで発生する深
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部低周波微動および超低周波地震の活動をモニターする手法が確立され、その時空間的な分布の特

徴が明らかになった。今後はゆっくり滑りに関してもシミュレーションにより再現する研究を進め、

ゆっくり滑りによるアスペリティへの応力集中を定量的に評価・予測することを目指すべきであろ

う。 

 内陸地震発生域に関しては、内陸地震のアスペリティに相当する高速度域の存在や、断層深部延

長の下部地殻に局在する低速度域や反射体の存在が確認されるとともに、これらの不均質構造に対

する流体の関与が示唆され、内陸地震の応力集中や発生が不均質構造によって強く規定されている

ことが明らかとなった。特に、地震、地殻変動、電磁気などから多角的に得られた構造、活動特性

が内陸地震の応力集中機構を知る上で極めて重要であることが示された。今後は、地震サイクル中

のステージが異なる複数の断層帯に関する比較も行い観測の事例をさらに増やすとともに、不均質

構造を考慮した内陸地震の準備過程や発生サイクルのモデル化を進めていく必要がある。 
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図１：ブロック断層モデル解析により得られたブロック間の相互作用の分布。定常時（左）とゆっくり

滑り発生時（右）の比較から、ゆっくり滑り領域が特定され、それ以外の部分で固着状況が変化してい

ないことなどが見出された（名古屋大学［課題番号：1702］）。 

 

 

 
図２：跡津川断層総合集中観測から得られた応力集中の概念モデル（東京大学地震研究所［課題番号：
1404］）。 
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図４：2008 年岩手・宮城内陸地震の余震分布と震源域の速度構造。(a) 深さ 24ｋｍにおけるＳ波速

度偏差の分布。白星は本震、白丸は余震、赤三角は活火山、赤線は活断層を示す。(b) Ｓ波速度

偏差の深さ分布。余震（黒点）は高速度域内で発生している。震源域直下の下部地殻から最上部

マントルには顕著な低速度域が存在する。 

図３：挿入図の測線に沿う P波速度構造の鉛直断面。黒

線は太平洋スラブの上部境界、黒丸は微小地震である。

緑は 1993 年釧路沖地震（M7.8）の余震域を表す。白線

は DWS=500 の領域、地表の黒線は陸域を示す（東北大学

[課題番号:1209]）。 
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図５：2008 年岩手・宮城内陸地震の（左）地震時滑り分布と、（右）余効滑りの積算値の分布、およ

び観測された水平変位・変位速度と推定値から計算されたものとの比較。右側のパネルには左側の

地震時滑り分布の等値線を青実線で示している。青と赤の破線はそれぞれ北側及び南側の断層面の

等深線。黒点は余震、黒の実線は活断層の地表トレース（東北大学［課題番号：1202］）。 
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１．（１）「日本列島及び周辺域の長期広域地殻活動」研究計画 

 

 地震の発生を定量的に予測するためには、まず、長期にわたる地殻活動によってもたらされる広

域応力が、特定の断層域に集中していく地震発生の準備過程を理解し、それに引き続く直前過程に

おける地震断層域での応力の再配分機構を解明しなければならない（「地震予知のための新たな観

測研究計画（第２次）の推進について（建議）平成 15 年 7 月」より）。したがって、日本列島を含

むプレートの運動やそれによってもたらされる広域の応力場に関する知見を集積することが、地震

発生予測の研究にとっては基本的に重要である。このために、本研究計画では二つの研究項目を実

施している。第一の研究項目「ア．日本列島及び周辺域のプレート運動」は、日本列島を含む周辺

域のプレートの形状と運動を精密に決定することである。プレート運動の精密な決定によって日本

列島にかかる応力の境界条件が把握できると考えられる。特に、ユーラシアプレートとは独立な動

きをしていると考えられているアムールプレート等の、大陸側のプレートの境界の形状と変位速度

場を精密に推定することが本研究の主たる目的である。第二の研究項目「イ．列島規模のプレート

内の構造と変形」は、日本列島の構造やその不均質を明らかにし、プレート境界での境界条件が日

本列島に働く応力やその変化にどのように反映されていくのかを知ることであり、このような観点

から多面的な研究を実施した。以下では、ア、イに分けて記述するが、両方の項目にまたがる成果

もあることを注記しておく。 

 

ア．日本列島及び周辺域のプレート運動 

 本研究項目では、宇宙技術（GPS（汎地球測位システム）、SLR（人工衛星レーザー測距）及び VLBI(超

長基線電波干渉法)）を用いたプレート運動の実測を行った。プレート運動の実測とその解釈には

数年以上に及ぶ長期の研究が必要である。本計画においては、アムールプレートに関して、これま

で知られていなかった重要な知見が得られた。 

アムールプレート東縁部に位置する、沿海州・ハバロフスク州・サハリン州の GPS 観測点の、ユ

ーラシアプレートに対する相対(水平)速度を図６に示す。全体として、アムールプレートの運動を

示す同一の変動を見てとることは難しいことが分かった。これらの変動の意味することは現時点で

は不明であり、今後の調査にゆだねられたが、各領域の特徴を以下に要約する。日本海沿岸の３観

測点 SMHK、PLST、TERN は、大きさも方向もそろっており確かな変動である。シホテ・アリン断層

の西側の点での変動については、東側の GOBL でも同様の変動が見られるため、シホテ・アリン断

層に関係するブロック運動という見方も出来る。また、明らかにサハリンの観測点は、西向きの変

動を示しており、サハリン島全体の変動の特徴である（北海道大学[課題番号:1001]）。 

モンゴル国内での GPS 連続観測を実施するとともに、これまで取得してきた GPS 観測データを統

合し、アジア大陸の統合変位速度場を算出した。これらのデータを用いて、アムールプレートのユ

ーラシアプレートに対するオイラー極を推定した結果を図７に示す。ここにはアムールプレート内

を代表する 5 点で推定した場合と、バイカル湖の西岸の点を除いた 14 点で推定した場合の二通り

の結果を示した。既存の結果も合わせて示しているが、アムールプレートの極の位置は研究によっ

てかなり異なっており、安定して推定することができない。用いるデータによって大きく異なる位

置が求められるということは、“アムールプレート”と称されている地域は実は一枚の剛体で近似

することは不適切であるという可能性が考えられる（東京大学地震研究所[課題番号:1401]）。 

また、平成 20 年 5月には中国四川省において M8.0 の大地震が発生し、大きな災害を引き起こし

た。地震を発生させた断層は、四川－雲南地震活動帯の中でもチベットブロックと南中国ブロック
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とを境する鮮水河－安寧河－小江断層帯から北東に派生する龍門山断層帯に位置する。この断層帯

で境されるブロックは GPS 観測からみると年数 mm で相対運動を行っており、今回の地震はこのブ

ロック運動による歪の蓄積が原因となって発生したものと考えられる。今回の地震の滑り量などか

ら考えると、同等の地震は 1000～3000 年に一度くらいの繰り返し周期で発生する可能性があるこ

とが分かった（東京大学地震研究所[課題番号:1401]）。 

  

イ．列島規模のプレート内の構造と変形 

 プレート運動によってもたらされる外部応力が日本列島の内部にどのように伝達し、断層周辺の

応力集中をもたらすのかを解明することは、地震予知研究の上でも第一級の重要性を持っている。

このためには日本列島の全体的な構造の不均質性や深部構造を詳細に知ると同時に、広域の応力の

集中過程や歪の蓄積過程をモニターし、構造と変動の情報から応力の集中過程に関するモデルを構

築することが重要である。 

 日本列島に展開している防災科学技術研究所の高感度地震観測網（Hi-net）や広帯域地震観測網

（F-net）等のデータを用いて、高い空間分解能での三次元地震波速度構造、減衰構造を解明する

と共に、三次元不均質構造を用いた高精度震源決定、震源分布と地下構造との関係解明を目的とし

た研究が行われた。 

 三次元速度構造を用いた変換波の波形解析により、東海から九州北部までの領域において新たな

フィリピン海プレート形状モデルの構築を行った。従来の研究で明らかにされている中国地方に加

え、淡路島周辺や琵琶湖北東部下に非地震性海洋プレートの存在を確認した。また、海洋プレート

内の地震の分布やメカニズムはプレート形状の影響を強く受けていることが明らかになった（図

８）（防災科学技術研究所［課題番号：3001］、Shiomi et al., 2008）。 

西南日本の浅部地殻では火山フロント沿いと四国東部から兵庫県南東部にかけて、地震波の強散

乱領域が広がっていることが明らかになった。（防災科学技術研究所[課題番号:3001]）。 

日本全国における三次元地震波速度構造から、深さ 5km の低速度領域と活断層の地表トレースの

分布を比較すると、両者の間に相補的な関係が見られた。また、西南日本においては断層の浅部で

は高速度域に偏り、深部では低速度域に偏ることが分かった。このことは、断層の深部は周囲より

も変形しやすい領域であることを示唆している。（防災科学技術研究所[課題番号:3001]）。 

広域応力場と、余震観測データなどに基づく解析から得られる断層周辺の応力場との関係につい

ての研究を実施したほか、比抵抗構造調査などを通じて下部地殻の物性と変形機構の解明を進めた。

2000 年（平成 12 年）鳥取県西部地震（マグニチュード M7.3）の余震域とその周辺における応力の

空間的な変化を地震の応力逆解析から求めた。山陰地域に見られる帯状の地震分布に沿う領域では、

最大主応力の方向は、その周りの広域の応力場である東西から時計回りに約 30度回転しており、S

波の偏向異方性解析の結果とも調和的であった。また、この領域では周囲の領域に比べて応力比Ｒ

が大きいことが分かった（Kawanishi et al., 2009）。この応力場の回転の原因を探るため、有限

要素法によるシミュレーションを行った。内陸地震の断層付近の不均質構造として下部地殻に不均

質をおくモデルでは、応力比Ｒの空間変化を定量的によく説明し、鳥取県西部地震の余震域におけ

る応力場の回転をよく再現することが分かった。これらの結果は、内陸地震の断層への応力蓄積過

程において、下部地殻の不均質構造が重要な役割を果たしていることを示している（京都大学防災

研究所[課題番号:1801]）。 

1891 年（明治 24 年）濃尾地震（M8.0）震源域周辺の水準データを解析することにより、地震後

の 1901 年から 1928 年までの上下変動パターンが、粘性緩和による変動パターンと類似しており、
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水準測量により余効変動が検知されていることが明らかとなった。弾性－粘弾性の二層構造モデル

を仮定し、弾性層の厚さ及び粘弾性係数を推定した。得られた弾性層の厚さ 33km は、ほぼ中部地

方の地殻の厚さに相当するので、地殻はほぼ弾性であり、モホ面より下の上部マントルが粘弾性体

として振る舞っていると考えられる（名古屋大学[課題番号:1701]）。 

沈み込む海洋プレート（スラブ）内では、1993 年（平成５年）釧路沖地震（M7.8）、1994 年（平

成６年）北海道東方沖地震（M8.2）、2001 年（平成 13 年）芸予地震（M6.7）等の大地震がしばしば

発生し、またプレート境界地震とプレート内地震との相互作用が指摘されていることからも、プレ

ート内地震の発生機構の理解は重要である。プレート内の含水鉱物の脱水反応により生じた水は、

プレート内地震の発生原因（脱水不安定）と考えられ、また、マントルウェッジ内の二次対流とし

て陸域下に達し、内陸地震の発生機構と関係する可能性もある。以上のような観点から、詳細な沈

み込む海洋プレート内地震の震源分布・プレート内の不均質構造をもとめ、プレート内地震の発生

機構の理解を深める研究を行った(Hasegawa et al., 2009)。 

地震波速度トモグラフィにより、太平洋スラブ最上部に含水化した海洋性地殻に対応する低速度

領域を明瞭にイメージすることに成功した。海洋性地殻は東北では深さ約 80km、関東では深さ 120

－150km 程度まで低速度異常を示す。この結果は、速度変化を伴う地殻物質の相転移がそれぞれの

深さで起きており、東北と関東で高密度相へ相転移する深さが異なることを示している。関東で低

速度域のおよぶ深さが深くなるのは、直上にフィリピン海スラブが沈み込んでいることにより、太

平洋スラブの地殻の温度が東北に比べ低温であるためと考えられる。さらに、東北、関東とも海洋

性地殻が低速度から高速度になる領域でスラブ地殻内の地震活動が極めて活発であるという特徴

があり、これは脱水反応により放出された水が地殻内地震の発生に関与していると考えると説明が

つく（東北大学[課題番号:1209]、Tsuji et al., 2008、Nakajima et al., 2009a）。 

DD（二重時間差）トモグラフィ法を用い、北海道東部の太平洋スラブ内の詳細な地震波速度構造

を推定した。その結果、二重深発地震面下面に沿って低速度域が分布すること、地震活動があまり

活発でない上面と下面の間（面間）は高速度であることが明らかになった。ただし、1993 年釧路沖

地震（M7.8）の余震域は下面から面間に向かってほぼ水平に伸びているが、そこでは面間であって

も例外的に低速度を示すという特徴がある（図３）。下面や釧路沖地震の余震域の速度は、無水カ

ンラン岩の速度よりも小さいため、そこには水が分布することが期待される。一方で、面間の速度

は無水カンラン岩でほぼ説明できることから、水があったとしても局所的であると考えられる。こ

れらの成果は、二重深発地震面下面の地震の発生には水が深く関与していることを示唆しており、

スラブ内地震の発生メカニズムとしての脱水脆性化説を支持している（東北大学[課題番号:1209]、

Nakajima et al., 2009b）。 

地震波速度トモグラフィによって推定された地震波速度構造とプレート境界地震の分布から、関

東下におけるフィリピン海スラブ下面と太平洋スラブ上面が接触している領域（接触域）の広がり

を推定し、接触によって生じている特異な地震活動の特徴を明らかにした。両スラブの接触域は関

東地方の広範囲に広がっており、接触域下の太平洋スラブではプレート境界地震が深さ約 80km ま

で発生している。これは、太平洋スラブのみが沈み込む東北地方より約 30km も深い。この結果は、

低速度な海洋性地殻が関東下では深さ 120－150km まで存在するという結果と調和的であり、接触

域下ではフィリピン海スラブが直上に存在するため、太平洋プレートの境界が低温のまま深いとこ

ろまで沈み込んでいると考えると、これらの特徴を説明することができる（東北大学[課題番

号:1209]、Nakajima et al., 2009c）。 

霞ヶ浦から千葉県東部にかけてのフィリピン海スラブのマントル部分に顕著な低速度域（蛇紋岩
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化領域）が存在することを明らかにした。この蛇紋岩化領域に関係する特徴的な地震活動として、

1987 年の千葉県東方沖地震（M6.7）の余震はこの蛇紋岩化域の西縁に沿って発生していること、1921

年の竜ヶ崎地震（M7.0）の本震の一つの節面も蛇紋岩化域西縁の走向と一致すること、フィリピン

海スラブ内の現在の地震活動も蛇紋岩化域の西縁に沿って面的に発生していることなどが挙げら

れる。これらの結果は、 1921 年や 1987 年の地震は、蛇紋岩化したマントルの西縁に沿うフィリピ

ン海スラブが変形することに伴い生じる歪の一部を解消するために発生していることを示唆して

いる（東北大学[課題番号:1209]）。  

東北日本弧と千島弧の衝突域である日高衝突帯について、 上面地震帯が深さ 80－120km へと局

所的に深くなる領域であることを確認するとともに、その原因を明らかにするために、地震波速度

トモグラフィを行った。その結果、スラブ直上のマントルウェッジに、沈み込んだ千島前弧の地殻

であると解釈される速度を持つ物質が分布していることを明らかにした（図９）。そのように地殻

物質が太平洋プレートに覆いかぶさっているため、マントルウェッジからの加熱が妨げられ、この

地域で局所的に低温となることが期待される。従って脱水分解する深さも局所的に深くなり、上面

地震帯がこの地域で局所的に深くなると考えられ、脱水脆性化モデルを強く支持する観測事実であ

るといえる（東北大学[課題番号:1209]、Kita et al., 2009）。 

 

課題と展望 

日本列島及び周辺域のプレート運動について、アムールプレートの運動を示す同一の変動を見て

とることは難しく、アムールプレートと称されている地域は実は一枚の剛体で近似することが不適

切であるという可能性が高いことが分かった。オホーツクプレートについては、運動速度が小さい

ため、高精度のデータをさらに長期間安定して取得することが必要である。 

列島規模のプレート内の構造と変形については、列島全体を俯瞰した構造及び変動の不均質を明

らかにすることが必要である。Hi-net の整備により、列島規模において、高密度・高精度のデータ

が利用できるようになり、西南日本や関東地方直下のフィリピン海プレートの形状など、プレート

境界の構造やプレート内の不均質構造が精度良く決定された。また、山陰地方の地震帯においては、

下部地殻における局所的な非弾性変形による応力集中モデルにより、様々な観測結果が統一的に説

明された。日本列島全体における三次元地震波速度構造の研究も、下部地殻における局所的な非弾

性変形による応力集中モデルと調和的な結果を得ている。今後は、局所的な非弾性変形による応力

集中モデルをさらに定量化することが重要である。新潟－神戸歪集中帯は、中部プレート境界では

なく内陸の変形集中帯である可能性が高いことが分かった。今後は、日本列島及び周辺域のプレー

ト運動の研究とあわせて、新潟－神戸歪集中帯から日本海東縁のテクトニクスを明らかにし、上部

マントルの粘弾性構造や応力場の不均質構造を推定することが重要な課題である。 

平成 19 年度から開始した、沈み込むプレート内地震の発生機構に関する研究においては、スラ

ブ地殻内地震が海洋性地殻の脱水反応により発生しているという説を支持する成果が得られた。今

後の更なる研究の進展に期待したい。 
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図６： 調査領域内の GPS 観測点の、ユーラシアプレートに対する相対水平速度（年あたり）の分

布。YSSK（IGS）を除く赤丸観測点が、本課題で日ロ共同観測の行われた観測点。灰色丸印の観測

点は、Timofeev et al.(2008)による観測点とデータを使用。実線は主要な断層で矢印はその動き

の方向。丸数字で示した断層は、①中央シホテ･アリン断層、②コラムビンスキー断層、③プリブ

レツニィ断層、④ティム－ポロナイスキー断層を示す（北海道大学[課題番号:1001]）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７：アムールプレートのユーラシアプレートに対するオ

イラー極（東京大学地震研究所[課題番号:1401]）。 
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図８：変換波を用いた波形解析によって推定されたフィリピン海プレート内海洋モホ面等深度線

と海洋モホ面近傍で発生する地震の震源分布（防災科学技術研究所［課題番号：3001］）。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図９：マントルウェッジの地震波速度分布と上面地震帯

との関係。太平洋スラブ上部境界面より 10km 上方の曲

面に沿う S波速度の分布を重ねた。黒十字、黄星はそれ

ぞれ上面の地震および相似地震を示す。桃色の領域は上

面地震帯を示す（東北大学[課題番号:1209]）。 
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１．（２）「地震発生に至る準備・直前過程における地殻活動」研究計画 

 

 「地震予知のための新たな観測研究計画の推進について」（以下、「第１次新計画」という。）

においては、地震予知の３要素である「時期」、「場所」、「規模」の推定のために、地震がなぜ、

どのように発生するのかを深く理解することが重要であるとの認識のもと、地震発生に至る過程

を解明するための詳細な研究が実施された。その結果、特にプレート境界型地震の発生過程に関

する理解が大きく進展した。地震発生に至る過程の更なる理解のためには、その準備過程から直

前過程までの地殻活動を相互に関連する一連の過程として研究する必要がある。そのため、第２

次新計画では以下の４項目を実施してきた。 

  ア．プレート境界域における歪・応力集中機構 

  イ．内陸地震発生域の不均質構造と歪・応力集中機構 

  ウ．地震発生直前の物理・化学過程 

  エ．地震発生サイクル 

 

ア．プレート境界域における歪・応力集中機構 

 第１次新計画では、地震波を放出する高速な滑りを生じる領域のみならず、ゆっくりとした滑

りが定常的あるいは間欠的に生じている領域がプレート境界に存在しており、かつ現在強く固着

している領域は過去の大地震の震源域に対応していることが GPS 観測から明らかになってきた。

つまり、地震性の滑りを生じる領域とゆっくりとした滑りを生じる領域は基本的には棲み分けて

いることが明らかになってきたのである。このような地震性滑りが卓越する領域をアスペリティ

と呼び、その周りのゆっくりとした滑りの進行によりアスペリティに応力が集中して地震に至る

というモデルが提唱された。このような背景のもと、第 2 次新計画においてはこのモデルの妥当

性を検証するための観測研究を重視し、また、数値シミュレーションの高度化に必要不可欠な、

地下の構造やプレート境界面の特性に関する情報が得られる観測研究を実施してきた。 

 

（アスペリティ域の特徴） 

 アスペリティの位置を高精度で推定することは、地震発生予測のみならず強震動の予測にとっ

ても極めて重要である。日本周辺のプレート沈み込み帯において、アスペリティの分布やその振

る舞い、構造的な特徴などを明らかにするための観測研究が行われた。また、これまでアスペリ

ティが知られていない領域でもその位置を推定可能にする目的で、既に位置が知られているアス

ペリティやゆっくり滑り域と、地下の構造の相関を調べる研究も進められてきた。 

 日向灘から奄美大島にいたる海域での相似地震解析を行った結果、日向灘以南では相似地震活

動が活発で、その活動度や活動様式には地域差が見られることが分かった。繰り返し型の相似地

震活動が活発な地域では M7 級の地震が発生しておらず、これはプレート間固着の強度の違いを

反映していると考えられる。相似地震活動から求めた平均滑り量は 4cm/年程度と、プレートの相

対運動速度にほぼ一致していた（図 10）（鹿児島大学［課題番号：2201］）。 

 日向灘で、海底地震観測を行い地震波トモグラフィ法によって推定した速度構造によれば、非

地震性滑り領域と対応する高ポアソン比の領域が見られた。これは、日向灘のプレート間の固着

状態が弱いこととの関連が考えられる。（九州大学［課題番号：2101］、 Tahara et al., 2008）。 

 熊野灘で構造探査データの解析を進めた結果、分岐断層周辺の詳細な速度構造イメージが得ら

れ、分岐断層周辺は周囲に比べて地震波速度の低下が見られることが分かった。また、1944 年（昭
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和 19 年)東南海地震（M7.9）時の滑りが大きいと推定される領域で構造調査を行ったところ、海

洋地殻の凸構造を示唆するイメージが得られている（海洋研究開発機構［課題番号：4001］、 

Nakanishi et al., 2008）。 

 中部日本の GPS データを用いたブロック断層モデルの解析により、東海・東南海地域のプレー

ト境界における滑り欠損分布を推定した。東海地域における過去の研究成果や 1944 年東南海地

震の震源断層モデルと整合的な結果が得られており、熊野灘と比較して東海地域では滑り欠損が

半分程度と小さくなること、深部低周波微動はプレート間の固着がほぼ無くなる場所で発生して

いること、東海地域で 2001 年～2004 年に発生したゆっくり滑りは固着域から安定滑り領域への

遷移領域で発生したことも分かる（図１）（名古屋大学［課題番号：1702］）。 

 海底地殻変動観測により、東海沖、相模湾、福島県沖、宮城県沖の海底基準点で定常的なプレ

ート運動を検出した。これにより、現状の海底観測技術が、数年間の観測によりプレート運動を

検出可能なことを実証した（図 11）。また、プレート間の固着が福島県沖では周囲と比べて強く

ないことを明らかにした（Matsumoto et al., 2008）（海上保安庁［課題番号：8003］）。 

 宮城県沖の想定震源域や福島県・茨城県沖の海溝陸側斜面、房総半島沖において、アスペリテ

ィの実体解明を目的として、制御震源と海底地震計を用いた構造探査を実施した。その結果、島

弧側マントルの不均質と沈み込む海洋プレートの形状が大地震の破壊域を規定している要因の

一つと考えられることが分かった。また、茨城県沖の M7 級地震が繰り返し発生している場所付

近には海山があり、その海山とアスペリティの位置が一致しないことが分かり、海山ではプレー

ト間の摩擦がむしろ小さいことが分かった（Mochizuki et al., 2008）（東京大学地震研究所［課

題番号：1403］）。 

 日本海溝・千島海溝沿いのプレート間で発生した相似地震の解析から、プレート間における準

静的滑りの時空間変化を調査した結果、アスペリティとそれ以外での滑り速度の違いや、本震発

生後の余効滑りによる加速が認められた。また、地殻変動データに基づく推定結果と比較したと

ころ、相似地震解析では余効滑りを過小評価している可能性が示唆された。また、福島県沖、十

勝沖等の地震後の余効滑りや 2003 年（平成 15 年）十勝沖地震（M8.0）震源域の滑り欠損量を GPS

観測から推定し、アスペリティ・モデルが成り立っていることを確認した。また、地震学的な構

造探査によって、青森県沖から福島県沖にかけて、アスペリティでは直上のマントルウェッジが

高速度になること、三陸沖では海洋性地殻と島弧下部地殻が接している部分がアスペリティに対

応することなどの構造的特徴が明らかとなった。この特徴は、周囲の非アスペリティ領域におい

て、マントルウェッジのカンラン岩が海洋プレートからの脱水によって蛇紋岩化していると考え

られ、マントルの P 波速度からもこの解釈を支持する結果が得られた。（東北大学［課題番号：

1201］）。 

 釧路沖～十勝沖～えりも岬沖で実施してきた地殻構造探査の結果、2003 年十勝沖地震のアスペ

リティ直上の島弧地殻にＰ波速度とＳ波速度の比（Vp/Vs）が大きい場所があり、また、その東

隣ではプレート境界に沿って大きな Vp/Vs が分布し、反射波も同定できた。これらの結果から、

プレート境界の固着強度に流体の有無が大きく関与していることが推察される（北海道大学［課

題番号：1004］、 Machida et al., 2009）。 

 

（ゆっくり滑りと深部低周波微動） 

 ゆっくり滑りや深部低周波微動は、プレート境界の振る舞いの多様性を示すものであり、その

物理過程を解明するために様々な観測研究を行ってきた。 
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 南海トラフ沿いで発生する深部低周波微動および超低周波地震の活動をモニターする手法を

確立し、その時空間的な分布の特徴を明らかにした（図 12）。深部低周波微動や短期的ゆっくり

滑りに同期して発生する、周期約 20 秒に卓越する深部超低周波地震の、CMT（セントロイド・モ

ーメント・テンソル：地震波形から求められた地震の位置・規模・発震機構）解析から、これら

が低角逆断層の発震機構を有し、プレート境界で発生していることを示した。また、四国西部で

発生した深部超低周波地震の震源過程解析を行い、これが 10 秒程度の滑り継続時間を持つ地震

であることを明らかにした。これらの結果は、震源における特徴的時間と伝播速度に関する法則

の存在を示唆する（図 13）。また、愛知県から紀伊半島および四国西部から豊後水道にかけての

地域で低周波微動活動を単位とする区域を特定し、それぞれの活動の特徴を明らかにした。一方、

房総半島沖では６－７年毎にゆっくり滑りが繰り返し発生しており、微動ではなく群発地震を伴

った 2007 年 8 月のゆっくり滑りについて、傾斜計および GPS データを用いた解析から滑り分布

を推定し、地震活動域が滑り領域の周囲に分布していることを明らかにした（防災科学技術研究

所［課題番号：3002］）。 

 新宮に設置されたボアホール歪計の 2004 年 1 月から 2008 年 9 月のデータを精査し、紀伊半島

南部で発生する深部低周波微動に伴う歪変化を検出した。全部で 11 個の歪変化を特定し、それ

ぞれについて断層モデルの推定を行った。これらのうち５個は深部低周波微動を伴うが、残り６

個は微動活動が無い時期に発生していた。これは、ゆっくり滑りが本質的な現象であり、そのう

ち特定の条件が満たされた時にのみ低周波微動が発生していることを示唆している（図 14）（名

古屋大学［課題番号：1702］）。 

 

（西南日本のテクトニクスの解明） 

 フィリピン海プレートの沈み込みは、沈み込んだプレートの形状や、西南日本における地震テ

クトニクスと密接に関連している。そうした西南日本のテクトニクスの解明を目指す研究も進め

られた。 

 自然地震を用いた解析により紀伊半島の下に沈み込むフィリピン海プレートおよびその周辺

の構造を明らかにした。海洋地殻は低周波微動の発生域まで顕著な低速度を示し、そこから放出

された流体が低周波微動の発生に関与していることが示唆される。また、マントルウェッジは広

範囲で低速度であり、蛇紋岩化していることが示唆される。（図 15）（京都大学防災研究所［課題

番号：1802］）。 

 地球深部探査船「ちきゅう」を用いた熊野沖の掘削が開始され、付加体先端から前弧海盆まで

の８地点で最大 1400m の掘削に成功し、分岐断層を貫通して掘削コアや孔内検層データを取得で

きた（海洋研究開発機構［課題番号：4002］、木下・他, 2008）。 

 中部日本の GPS データに基づいてブロック断層モデルを用いた運動学的な解析を行い、GPS に

よる速度ベクトルデータを、ブロックの剛体運動、ブロック内で一様な歪、プレート間やプレー

ト内の断層における相互作用という三者に分解した。その結果、紀伊半島の前弧域ではプレート

境界にほぼ並行なスリバー運動が見られること、歪集中帯、糸魚川－静岡構造線、養老断層系な

どを考慮したブロックがデータ最も良く再現することが分かった。得られたブロック間の相対運

動速度は断層の平均変位速度とほぼ整合的であり、また、歪集中帯ブロックの歪速度から計算さ

れる地震モーメントの蓄積量は同ブロックで過去 85 年間に発生した地震の積算量とほぼ釣り合

い、蓄積されたエネルギーがほぼ地震で解放されていることが示唆される（図 16）（名古屋大学

［課題番号：1702］）。 
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イ．内陸地震発生域の不均質構造と歪・応力集中機構 

 プレート内地震の震源断層周辺へ応力が集中する機構を理解するためには、まず地殻の不均質

構造と応力・歪分布を詳細に解明しなければならない。このような観点から第１次新計画におい

てGEONET(国土地理院の全国GPS連続観測網)等による歪速度分布の推定と高分解能の地下構造推

定が精力的に行われ、その結果、下部地殻の一部が弱化し、その直上ないし周辺の上部地殻に応

力が集中するというモデルが提案されている。こうした背景から、第２次新計画においては、こ

のようなモデルで内陸の地震発生帯を説明できるか否かの検証が重要視された。その検証には詳

細な構造と応力・歪速度の推定及び弱帯形成の鍵となる流体の分布の把握が極めて重要である。 

 

（歪集中帯と跡津川合同観測） 

広域地震観測によって、跡津川断層周辺の地震活動がこれまでになく精密に求められた。地震の

多くは西北西－東南東方向の圧力軸を持つ右横ずれ型の発震機構を示す。応力逆解析の結果から

も西北西－東南東方向の最大主応力が推定された。地震波トモグラフィ法解析および制御震源構

造探査によって、上部地殻に 1858 年飛越地震のアスペリティに相当する高速度体が存在し、そ

の下方の下部地殻に存在する低速度体が、上記の高速度体の間にまで及ぶことを示した（図２）

(Nakajima and Hasegawa, 2008)。この下部地殻内の低速度体には厚さ数 km の反射波が多くみら

れる領域も存在する。比抵抗構造探査からは、アスペリティに相当する上部地殻内の非地震発生

域は高比抵抗、その周囲の地震頻発域および下部地殻の低速度体は低比抵抗で、流体の存在を強

く示唆する。跡津川断層域両端では火山地域があり、低速度域が下部地殻から上部地殻にまで達

しており、その非弾性効果が破壊の進展を妨げ、結果的に断層のサイズを規定していると考えら

れる。GPS 観測によれば、高速度体を含む跡津川断層のほぼ全体（深さ 15km まで）が固着してい

る可能性が高く、観測された変位は下部地殻における内部変形でまかなわれていると考えられる。

下部地殻低速度体で進行している内部変形によって、地殻内に蓄積された応力が高速度体境界域

に集中し、最終的には破壊に至るという内陸地震発生モデルが考えられる（Iidaka et al., 2009）。

地殻内の流体の存在が媒質の変形に不均質を生じさせ、それにより構造の不均質な部分に応力を

集中させ、さらにこの過程が進展すると考えられる（東京大学地震研究所［課題番号：1404］）。 

 跡津川断層北東端付近における地震活動を精査し、跡津川断層と茂
も

住
ずみ

祐
すけ

延
のぶ

断層の地震活動が地

震発生層の下限まで独立した二つの断層面として存在すること、活動度は茂住祐延断層の方が高

いこと、立山火山の活動とは震源の深さの違いから区別できることなごが明らかとなった（京都

大学防災研究所［課題番号：1803］）。 

 GPS 観測からは、新潟－神戸歪集中帯の中でも跡津川断層の周辺にせん断歪がさらに集中して

いることが明らかとなった。こうした階層構造は地震波トモグラフィ等で見られる地下構造とも

共通しており、両者の間の関係が示唆される。牛伏寺断層の変形の様子と比較すると、地震サイ

クル中での段階が異なるにも関わらず見かけの固着域の深さは同程度であり、下部地殻内の断層

深部延長において変形が集中している結果と思われる（名古屋大学［課題番号：1703］、 鷺谷, 

2008）。 

 

（断層周辺の微細構造） 

 跡津川断層等で微小地震観測を行って、その発震機構解から応力場の空間的な変化の詳細を明
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らかにし、断層深部での定常滑りが応力蓄積過程として適当であることを示した（産業技術総合

研究所［課題番号：5001］）。 

 2005 年（平成 17 年）福岡県西方沖の地震（M7.0）の応力場を推定した。本震震源域では本震

の発震機構と整合的な応力場が支配的であるが、余震域の両端部では応力場が時計回りに回転し

ており、応力場の不均質が明らかとなった。また、地震波トモグラフィや減衰構造の推定から、

地震時の滑りが大きかった領域は高速度で減衰が小さいことが分かった（図 17）（九州大学［課

題番号：2102］）。 

 また、布田川̶日奈久断層帯では、断層下部に低速度域が、下部地殻内には反射体が見られ、

応力集中が起こり易い状況にあることが分かった。この地域では西南西－東北東圧縮、北北西－

南南東伸張の応力が見られるが、別府－島原地溝帯では正断層が卓越する傾向が見られる（図 18）

（九州大学［課題番号：2102］）。 

 野島断層の注水実験から、野島断層の回復過程が 2003 年以降頭打ちとなっていることが分か

った。またデータのモデリングから、断層近傍岩盤の透水係数およびその経年変化を推定した。

また、注水と極微小地震活動との間に高い関連性が認められる（京都大学防災研究所［課題番号：

1804］）。 

 

（中越地域） 

 中越地域は 2004 年（平成 16 年）新潟県中越地震（M6.8）発生以後に様々な観測が実施され、

内陸地震を起こす震源断層の構造的特徴の詳細が検討され、歪集中帯の一部として注目されてき

た。2007 年（平成 19 年）7 月 16 日には新潟県中越沖地震（M6.8）が発生し、その余震観測等を

通じてこの地域の特徴がより一層明らかになりつつある。 

 2004 年新潟県中越地震は、余震分布が小出－長岡線と同一走向で、約 60 度と傾斜が大きいこ

とから、既存の弱面を用いて発生したと考えられるが、本震と共役な低角東傾斜の断層で大規模

な余震も起きている。一方、2007 年新潟県中越沖地震は南東傾斜の面が主たる断層面であるが、

一部に西傾斜の余震分布も見られた。また、余震データによるトモグラフィ及び制御震源探査、

比抵抗構造探査によって、内陸地震震源域の不均質構造の解明が大きく進展し、地質構造との対

応、破壊過程や余震発生様式との対応が明らかとなった。中越地域では、基盤岩とその上の堆積

層との境界面に過去の地殻活動で生じた凸凹形状が見られ、2004 年新潟県中越地震はその境界面

に位置する。この地域の下部には低速度体が局在化し、比抵抗構造探査の結果と合わせて考慮す

ると、この低速度体は流体が関与した構造であると考えられる（図 19）（東京大学地震研究所［課

題番号：1404］、 Kato et al., 2008b、 2009）。 

 新潟県中越地震の余震のデータを精査して発震機構解を精査したところ、単純な一枚のせん断

滑りでは説明できない極性分布を持つ地震が見つかった。これらは、顕著な速度境界付近で発生

したり、余震活動の特定の時期に集中したりする特徴があり、応力場の不均質が原因である可能

性がある（弘前大学［課題番号：1102］、小菅・他, 2009）。 

 中越地域を対象として三次元地質構造モデルおよび三次元物性値構造モデルを構築した。さら

に、この地下構造モデルと摩擦則を想定した断層運動シミュレーションを基礎とする地震発生予

測モデルを作成し、2007年新潟県中越沖地震発生への2004年新潟県中越地震の影響を検討した。

その結果、下部地殻の粘性の効果によって、2004 年新潟県中越地震が 2007 年新潟県中越沖地震

を誘発した可能性が示された（図 20）（産業技術総合研究所［課題番号：5001］）。 
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（2007 年能登半島地震（M6.9）） 

 海陸での余震観測や構造探査を実施し、詳細な余震分布や応力場を推定した。断層の走向は周

辺の地質構造と調和的で、応力場は構造に規定されていると考えられる。また、応力場の解析か

ら、浅部の横ずれ型の応力場が深部では逆断層型の応力場へ変化していることが明らかとなった

（東京大学地震研究所［課題番号：1403、1404］）。 

 能登半島地震の震源域周辺において広帯域 MT（地磁気・地電流）観測を実施し、本震直下に低

比抵抗領域が存在し、余震域と調和的な広がりを持つこと、断層北東端の余震の空白域が高比抵

抗領域に対応することが明らかとなった（京都大学防災研究所［課題番号：1803］）。 

 

（2008 年（平成 20 年）岩手・宮城内陸地震（M7.2）） 

 2008 年岩手・宮城内陸地震の発生に伴い、宮城県北部から震源域を覆う領域において余震観測

を実施し、詳細な余震分布と三次元地震波速度構造を推定した。その結果、本震断層に対応する

と考えられる西傾斜（傾斜角約 40 度）の余震の並びと、震源域中央から南にかけて東傾斜の余

震の並びが見られ、本震震源付近では西傾斜の余震の並びに対し上盤側が下盤側に比べて低速度

である。この結果は今回の地震の原因となった断層がかつて日本海拡大時に生成された断層（正

断層）であり、それが反転運動したものである可能性を示している。また、今回の地震の震源は

火山に伴う低速度域に近く、地震発生過程がそれらのマグマや流体の分布と密接に関わっている

ことが示唆される（図 21）（東北大学［課題番号：1202］、岡田・他, 2008）。 

 GPS 観測による地震時の地殻変動から断層運動の推定を行った結果、地震後に出店断層等でゆ

っくり滑りが発生していたことが明らかになった。また、本震断層においては地震時滑り領域と

余効滑り領域が相補的であることが分かった（図５）（東北大学［課題番号：1202］、Ohta et al., 

2008）。 

 広帯域 MT 観測からは、本震震源域の東部の深さ 5km 付近に顕著な低比抵抗域が見出された。

断層面および余震分布域は高比抵抗域にあり、地震波速度の高速度分布域に対応していることが

明らかにされた（東北大学［課題番号：1202］、秋田大学［課題番号：1301］）。 

 

（流体の分布） 

 1938 年（昭和 13 年）の屈斜路湖地震（M6.1）の震源域付近で比抵抗構造探査を行い、三次元

比抵抗構造モデルを作成した。カルデラ構造の境界部やその西側の高比抵抗体で地震が発生した

ことが分かった（図 22）（北海道大学［課題番号：1005］、Ichihara et al., 2009）。 

 

（地殻応力と全磁力） 

 応力変化に伴う電磁気学的な変化を捉える目的で、伊豆半島北東部において全磁力観測が続け

られているが、平成 11 年以降は変化が認められていない（東京工業大学［課題番号：1603］）。 

 

ウ．地震発生直前の物理・化学過程 

 地震発生直前においては不可逆的な物理・化学過程が存在していると考えられているが、その

実体はまだよく分かっていない。第１次新計画において摩擦構成則に基づくシミュレーションに

より大地震前に生成する破壊核の挙動の理解は進んだが、その破壊核を近代的観測で直接捉えた

例は無く、いくつか報告されている事例はあくまでも傍証にすぎない。また、流体の存在は地震

発生に深く関わっていると考えられるが、間隙水圧の上昇が地震発生を促すという事例は人工的
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な誘発地震では知られているものの、通常の地震の発生前の間隙水圧の変化や流体の挙動に関す

る直接的証拠は得られていない。さらに、地震発生直前に電磁気学的異常が生じるとの報告もあ

るが、それらの現象と地震発生との関連の検討はまだ十分ではなく、また、その現象を説明する

説得力のあるモデルはまだ構築されていない。 

 このような背景のもと、地震学的直前過程、流体の挙動と地震発生の関係、及び電磁気学的時

間変化と地震発生の関係に注目して、研究が実施された。 

 

（電磁気的変化と地殻内流体） 

 VHF 帯の散乱波が地震発生前に変化する可能性を検討するための観測から、十勝沿岸で発生し

た M4.7 と M4.0 の二つの稍
やや

深発地震について、どちらもほぼ震央方向から散乱波が到来していた

ことが判明した。ただし、すべての事例でうまくいく訳ではなく、事例の積み重ねとメカニズム

解明が必要である（北海道大学［課題番号：1006］）。 

 東海地域では、ゆっくり滑り領域の縁辺部上に位置する春野観測点において全磁力の顕著な増

加が間欠的に生じていることが明らかとなった。ゆっくり滑りによる地殻内流体の移動に関連し

た変化である可能性がある。伊豆地方では、与望島で全磁力変化が停滞ないし現象し、手石島で

比較的顕著な増加が見られ、深さ 2km 程度の上部地殻浅部における熱消磁過程が示唆される（東

京大学地震研究所［課題番号：1405］）。 

 浅間山において絶対重力計による連続観測を実施し、台風通過時の大雨に伴う重力の急上昇と

地下水浸透に伴う重力値の緩やかな減少を観測し、地下水の流動を考慮したシミュレーションと

整合的であることを確認した。重力観測を高精度化する上でも重要な知見である（東京大学地震

研究所［課題番号：1405］）。 

 

（震源核形成過程の半制御実験による解明） 

 南アフリカ金鉱山の地下 2～3km において、採掘に伴って発生する M<3 の地震活動とそれに伴

う岩盤挙動の至近距離・高感度観測を行った。普通の地震よりも桁違いにゆっくりとした歪変化

が観測され、その大きさと継続時間との関係は、 プレート境界などのゆっくり地震に対して提

唱されるそれらの関係と、傾向が異なることが分かった（図 23）（京都大学防災研究所［課題番

号：1805］、小笠原・他, 2009）。 

 

エ．地震発生サイクル 

 第２次新計画では、アスペリティ・モデルを更に進展させ、地震発生サイクルの実体の解明と、

そのサイクルの揺らぎを生じる原因を解明するために、「地震発生サイクル」という本小項目が

新たに設けられた。現在の地震発生サイクルの研究は、近代的地震観測データと数値シミュレー

ションに基づく物理学的モデルを用いる研究と、過去の地震発生の履歴に基づく統計学的モデル

を用いる研究の二つに大別される。この二種類のモデルを統合し、より高度で定量的な大地震発

生予測モデルを構築することが本小項目の目標である。 

 通常考えている地震発生サイクルよりももっと長いサイクル（超サイクル）で大規模な地震が

発生している可能性が以前から指摘されていたが、2004 年にインドネシア・スマトラ島沖で発生

した M9 の大地震は、そのような地震が実際に発生しうることを明確に示した。このような超サ

イクルの地震および地震発生サイクルの揺らぎの解明を中心として、以下の研究を実施した。 
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（超サイクルの地震） 

 日本海溝や相模トラフ、南海トラフ等で発生する海溝型の大地震について、通常の地震サイク

ルを超える数百年に一度の超サイクルが存在することが明らかとなった。日本海溝では 869 年の

貞観地震、南海トラフでは 684 年白鳳地震、1361 年康安（正平）地震、1707 年宝永地震、関東

では 1293 年正応（永仁）地震、1703 年元禄関東地震がこれに該当する。また、海溝型地震の発

生間隔に２倍程度の揺らぎがある例が見出された。（東京大学地震研究所［課題番号：1406］）。 

 津波堆積物の調査によって、海溝型地震は常に同じような規模で発生するのではなく、まれに

複数の震源域が連動破壊して巨大津波を発生させることを、千島海溝西部や宮城県沖日本海溝で

明らかにし、チリ海溝やインド洋東岸でも巨大津波の履歴の解明に成功した。また、津波堆積物

が分布しない隆起域では、ヤッコカンザシやカキ等の化石の調査によって連動型地震の履歴を明

らかにできることを、南海トラフやミャンマー西岸で明らかにした（産業技術総合研究所［課題

番号：5003］、 Sawai et al., 2008）。 

 また東北日本弧の長期的な隆起速度を求め、測地学的に求め得られた地殻変動の速度と大きく

異なることを示した（産業技術総合研究所［課題番号：5002］、 Matsu’ura et al., 2009）。 

 

（地震発生サイクルの揺らぎ） 

 釜石沖における M5 弱の繰り返し地震の解析から、再来間隔が周囲における準静的な滑りのゆ

らぎによって変化するとともに、間隙圧の時間変化に起因すると考えられる強度の揺らぎによっ

て規模や再来間隔、連鎖破壊のしやすさも変化している可能性や、近傍の一回り小さな地震の活

動によって地震時の破壊過程に揺らぎが生じている可能性が示された。（図 24）（東北大学［課題

番号：1203］、島村, 2008）。 

 余効滑りやゆっくり滑りの伝播速度が、基本的に有効法線応力で規定されることを数値シミュ

レーションによって示すとともに、プレート境界における極めて高い間隙水圧の影響で摩擦が非

常に小さくなる可能性を示した。また、小繰り返し地震の積算滑りが、余効滑りの積算滑りと一

致することをシミュレーションから示した。（東北大学［課題番号：1203］）。 

 津波波形データを用いて、千島海溝沿いで発生した 1894 年（明治 27 年）根室沖の地震、1918

年（大正７年）中千島の地震、1963 年（昭和 38 年）択捉島沖の地震、1973 年（昭和 48 年）根

室半島沖地震（M7.4）、2003 年十勝沖地震、2006 年（平成 18 年）中千島の地震、2007 年中千島

の地震の断層モデルや滑り分布推定を行った。その結果、1894 年の地震は 1973 年の地震よりも

破壊域が広く大規模だったこと、1973 年と 2003 年の震源域の間に未破壊領域があること、2006

年の地震が 1918 年の地震の繰り返しだった可能性のあることなどが明らかとなった。南千島で

の調査の結果、北海道の火山噴火に伴う噴出物が確認され、今後年代決定で使えることがわかっ

た（北海道大学［課題番号：1007］、伊尾木・谷岡, 2009）。 

 

（活断層系のセグメンテーション） 

 活断層で発生する地震の規模予測のため、活断層を、固有の活動履歴をもつと考えられるセグ

メント単位に区分するとともに、断層長および変位量などの断層パラメータと地震規模の関係を

確立するため、日本、中国、トルコ、パキスタン等において詳細なデータを収集した。また、こ

れらのセグメント間の連動破壊についての動的破壊シミュレーションを実施した。その結果、セ

グメント連動破壊に関するいくつかの経験則を導くことができた（産業技術総合研究所［課題番
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号：5002］）。 

 

課題と展望 

（プレート境界域における歪・応力集中機構） 

 プレート境界のアスペリティの位置を正しく把握し、また、そこでの滑り欠損を GPS や相似地

震からモニタリングしていくことは、地震発生の中・長期予測にとって極めて重要である。過去

に大地震が発生した場所は、地震記録の解析等でアスペリティの分布が推定できるが、そうした

記録が無い場所については、構造的な特徴や現在の地殻変動から推定するしかない。現計画では

そうした研究が進められ、地震学的な不均質構造とアスペリティの分布に良い対応関係があるこ

とが明らかとなった。しかし、こうした構造的特徴とアスペリティが対応する原因まで明らかに

なったとは言えず、今後も観測事例を積み重ねるとともに、構造的特徴の物理的実体を解明する

ことが待たれる。また、アスペリティの多くは海域の地下深くに位置しており、その詳細な振る

舞いを観測的に明らかにするため、相似地震や数値シミュレーションを用いたアスペリティの振

る舞いに関する検討も進みつつあり、今後も研究を進める必要がある。 

 プレート境界における多様な物理過程の代表例として注目された深部低周波微動やゆっくり

滑りは、世界各地の報告例から、沈み込み帯にある程度普遍的な現象であることが明らかとなっ

た。南アフリカの金鉱山で得られた事象は、ゆっくり滑り現象の規模と継続時間の関係等がわか

りつつあり、より多くの観測事例に基づいた検証が今後の課題である。 

 

（内陸地震発生域の不均質構造と歪・応力集中機構） 

 跡津川断層周辺における集中観測や中越地域、能登半島地震、岩手・宮城内陸地震の震源域周

辺等における観測により、大規模な内陸地震を引き起こす断層周辺の詳細な構造が明らかにされ

た。これらの観測から、内陸地震のアスペリティに相当する高速度体の存在や、断層深部延長の

下部地殻に局在する低速度域や反射波が多く見える領域の存在が確認されるとともに、これらの

不均質構造に対する流体の関与が示唆され、内陸地震の応力集中や発生が不均質構造によって強

く規定されていることが明らかとなった。特に、地震、地殻変動、電磁気などから多角的に得ら

れた構造、活動特性が内陸地震の応力の集中機構を知る上で極めて重要であることが示された。

観測の事例をさらに増やすとともに、不均質構造を考慮した内陸地震の準備過程や発生サイクル

のモデル化が課題である。 

 現時点における別の課題として、これまでの観測対象には最近大地震が起きた地域が多く、近

い将来に大地震を起こす可能性の高い断層については情報が少ないことが挙げられる。日本列島

の内陸地震の再来期間は短くても 1000 年以上であるが、地震サイクル中の段階が異なる複数の

断層帯に関する比較も行っていく必要がある。 

 

（地震発生直前の物理・化学過程） 

 地震発生直前に異常変化が発生するかどうかは、将来、短期的な地震発生予測が可能になるか

どうかを左右する重大問題であるが、地震予知研究を 40 年以上続けてきた現時点においても答

えが出ていない。摩擦構成則等の物理法則から前駆現象が期待されるかどうかも重要であるが、

地震予知計画においては、その前駆現象が観測可能かつ解釈可能である必要がある。 

 前駆的な地殻変動については、現在の観測技術に照らして検証に耐えうるだけの観測例が過去

に無く、南アフリカの金鉱山における観測でも、ゆっくりとした歪変化の直前に見られた場合を
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除けば、前駆的な変化は検出されていない。今後は、ゆっくり地震と通常の地震の関係を明らか

にすること、通常の大地震の直前過程の有無の検証を行っていくことが求められる。 

  

 

（地震発生サイクル） 

 日本海溝や日向灘における小繰り返し地震は、単純化された地震サイクルの姿を示しているが、

それでも周囲で発生した大地震の影響による揺らぎが見られる。また、小繰り返し地震のアスペ

リティを精査すると、さらに詳細構造が見えてくる場合もある。 

 一方、津波堆積物などから南海トラフなどのプレート境界で発生する巨大地震を調べると、毎

回にたような地震が起きるのではなく、数回に一度規模の大きい地震が起きていることが明らか

となった。2004 年スマトラ－アンダマン地震を考えても、次に起きる海溝型地震が巨大地震にな

るかどうかを知ることは防災上特に重要である。地震サイクルの中で時々こうした超巨大地震が

生じるしくみを理解することは今後の課題である。超巨大地震の存在は、通常の繰り返しではサ

イクルが完了せず１サイクル前とは異なる状態になっていることを示唆する。この状態の違いを

識別する手法を開発することは重要な課題である。 
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図 10：活動様式ごとの相似地震群の震央分布（左図）と震央分布図に示されている５つの

領域についての震源断面分布（右図）。◇印は相似地震群の震源を表しており、赤色は繰り

返し型、橙色は稍繰り返し型、青色はバースト型、水色は稍バースト型、白色はその他で

ある。震央分布図の星印は1923年以降に発生したＭ7.0以上の地震の震央（気象庁データ）、

断面分布の灰色は鹿児島大学で決定された微小地震の震源分布である。（鹿児島大学［課題

番号：2201］） 
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図11：海底基準点のユーラシアプレート安定域に対する動き（海上保安庁［課題番号：8003］）。

黒い矢印は国土地理院の電子基準点の速度ベクトルを示す。 
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図 12：2001 年～2009 年 1 月の西南日本における深部低周波微動（赤）及び深部超低周波地

震（青）発生状況。（防災科学技術研究所［課題番号：3002］） 

 

図 13：（左）深部超低周波地震の理論波形（実線）と観測波形（点線）との比較。理論波形

は震源時間が 8 秒（橙）、12 秒（青）、16 秒（緑）の場合であり、このうち 12 秒が最適で

ある。（右）超低周波地震の応力降下量を 10kPa 及び 1MPa にしたときの特徴的時間と伝播

速度との関係。（防災科学技術研究所［課題番号：3002］） 
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図 14：新宮ボアホール観測点で検出された 12 個の歪変化イベントについて求めた歪変化の

主軸および推定された断層モデルと、断層モデルによる歪主軸の計算値の比較。青で囲ま

れたイベントは奈良県南部の微動活動に伴うもので、赤で囲まれたイベントは微動活動を

伴わずに発生した。それぞれについて推定された断層モデルは、微動活動の位置および微

動活動の空白域にほぼ対応している（名古屋大学［課題番号：1702］）。 
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図 15：レシーバ関数イメージ。(a)潮岬—田尻測線（AA’）、(b)新宮—河内長野測線（BB’）、
(c)尾鷲—京丹後測線(CC’)。黒丸は深部低周波イベント。(d)本研究で求められたフィリピ
ン海プレート上面のコンター（青線）と三好・石橋（2004）によるコンター（緑線）。（京

都名大学防災研究所［課題番号：1802］）。  
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図 16：GPS 速度ベクトル（左上、2006 年 1 月～2008 年 8 月）をブロック断層モデル解析に

よって、ブロックの剛体回転運動（右上）、ブロック間相互作用（左下）、ブロック内歪（右

下）の各成分からの寄与に分解した。プレート沈み込みによる影響やブロック運動からの

寄与が東海と紀伊半島の前弧部分で異なること、紀伊半島の前弧部分がスリバー的な運動

をしていることなどが分かる。（名古屋大学［課題番号：1702］） 

 
図 17：福岡県西方沖地震断層の構造模式図。北西部と南東部にセグメント境界があり、強
い不均質が存在すると考えられる。断層面上では高速度異常を示すアスペリティが見出さ
れた（九州大学［課題番号：2102］）。 
 
  

High 
velocity 
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図 18：応力テンソル逆解析によって得られた九州内陸の応力分布。赤が最大圧縮軸、青は
最小圧縮軸を示す。日奈久断層周辺ではほぼ横ずれ断層運動を示す応力が、別府島原地溝
帯内部では正断層型の分布が見られる（九州大学［課題番号：2102］）。 

 
図 19：日本海東縁部の構造と内陸地震発生の概念モデル（東京大学地震研究所［課題番号：
1404］）。 

 
 

 

 

別府－島原地溝帯 
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図 20：下部地殻の粘性の効果と 3次元地殻構造を考慮した、2004 年中越地震によるクーロ

ン破壊応力の時間変化。左からそれぞれ直後、２年後、４年後の平面図（上図）と断面図

（下図）。F1 は 2004 年中越地震、F2 は 2007 年中越沖地震の断層面を表す。約 2 年後には

2007 年中越沖地震の震源付近で地震発生を促進させる応力場に変化したことがわかる。 

 

 

 

図 21：2008 年岩手・宮城内陸地震震源域における S波速度構造と余震分布。白星、白丸は、

本震および余震を、三角は火山を示す。（a-d）S 波速度偏差の鉛直断面図．地表の四角は活

断層の地表トレースを示す。（e）深さ 24ｋｍにおける S 波速度偏差分布。黒+は深さ 20km

より浅い地震、破線で囲った領域は余震活動が低調な領域、太線は活断層を示す。（東北大

学［課題番号：1202］）。 
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図 22：弟子屈―屈斜路地域の 3次元比抵抗構造（北海道大学［課題番号：1005］、市原・他、 

2007）。 
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図 23：Mponeng 金鉱山地下 2.9 キロメートルの断層帯で確認されたスロー歪ステップと他

のデータの比較（安武 2009 立命修士論文より；Ide et al. 2006 の図に加筆修正）。安武（2009)

はまた、Bambanani 鉱山で Naoi et al. (2006；GRL)が発見したスロー歪ステップのモーメ

ント（Mo）の下限や、それらより速いが動的応答が少ないイベント（LDR イベント；Little 

Dynamic Response）の下限も推定し同図にプロットした（えんじ色の点線）。クリーム色は

日本付近の地震・地殻変動観測網のノイズレベルから推定される観測が可能な Mo と継続時

間のおおまかな範囲である。SSS（えんじ色の丸）と自然のより大きなスローイベント（SSE

や ETS、Silent EQ）を結ぶえんじ色の点線①は、通常の地震性のイベント（Regular 

earthquake)のスケーリング則と平行であるように見える。SSS と Shorter steps とを結ぶ

えんじ色の点線②は、Ide et al. （2007）が提唱するスケーリング則と平行であるように

見える。（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。 
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図 24：（釜石沖の繰り返し地震の活動。(a)セントロイドの位置、断層の大きさ、応力降下

量の比較。色は応力降下量を表す。(b) M-T 図。シンボルはグループの分類を表す。（東北

大学［課題番号：1203］）。 
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１．（３）「地震破壊過程と強震動」研究計画 

 

大地震の破壊過程を詳しく調べることによって、断層面上のアスペリティやその周辺の不均質

な応力降下の分布が得られる。このような情報を蓄積することにより、大地震発生に先立って震

源域における破壊開始点やアスペリティ周辺の応力及び強度に関する特徴を知ることができる

と期待される。また、アスペリティの分布やその活動の再来性の理解が進めば、単に地震規模の

予測だけでなく、大地震時の強震動生成域の分布についても定量的評価が可能になる。そのため

には、震源過程の複雑さとともに、波動伝播への地下構造の影響を評価することも重要である。 

このような観点から、平成 16～20 年度の５カ年の研究期間において、三次元地下構造の考慮

や、近地強震記録、遠地実体波波形、GPS 測地データを用いた同時逆解析などにより震源過程解

析の高度化を一層進め、国内外の地震への適用を数多く行った。その結果得られるアスペリティ

の微細構造を微小地震分布や構造探査結果等と比較して、アスペリティの特性の解明を進めた。

このアスペリティ分布とプレート境界や断層周辺の構造及び地震活動との関係を調べるととも

に、震源域での地震波速度、重力、比抵抗、微小地震活動等の測定・観測及びデータ解析を実施

した。こうしたアスペリティ研究や強震動予測の高度化のためには、高精度の地下構造モデルの

構築や、強震観測の拡充・整備が欠かせず、これらの研究及びその成果に基づいた強震動予測と

そのシミュレーションの実証的研究を行った。 

 

ア．断層面上の不均質性 

（解析手法やデータの高度化による詳細なアスペリティ分布の把握） 

三次元地下構造でのグリーン関数（地震波伝達関数）を用いた震源過程の解析手法を開発した。

1995 年（平成７年）兵庫県南部地震（M7.3）について手法の適用可能性を検証した後、2003 年

宮城県北部の地震（M6.4）の震源モデル推定に適用した。従来の一次元構造グリーン関数を用い

た結果と比較してアスペリティの位置が北側のやや深部に再決定されるなどの結果を得た（東京

大学地震研究所［課題番号：1407］）。また、同地震に対しては、観測点毎に最適化した一次元構

造を利用するという簡便的解析手法も新たに開発して、震源解析に適用した。このほか、GPS の

1 秒間隔のデータから地殻変動を含む変位波形を取り出して、2003 年十勝沖地震、2005 年福岡県

西方沖の地震の震源過程解析に適用した。強震波形と地殻変動データとの広帯域記録統合解析に

より、詳細な震源過程とアスペリティ位置の高分解能化が実現し、地震性滑りから余効滑りに至

る震源過程の全体像が明確になった（東京大学地震研究所［課題番号：1407］）。 

 

2003 年宮城県北部の地震、2004 年新潟県中越地震 (Asano and Iwata, 2009)、2007 年能登半

島地震 (図 25)（籾山・他, 2009、岩田・他, 2008)、2007 年新潟県中越沖地震（Mori, 2008）、

2008 年岩手・宮城内陸地震（図 26）（Suzuki et al., 2009）の震源解析を継続して進めたこと

により、内陸地殻内地震の震源過程の理解と、強震動評価のための基礎的データを蓄積すること

ができた。特に、2003 年宮城県北部の地震では、余震分布が曲がった震源断層面を示唆している

ことから、三次元構造を導入するだけでなく、曲面上での断層滑りの定式化も併せて行なって、

一次元グリーン関数・平面断層を用いた従来の逆解析に比べて前震・本震・最大余震の棲み分け

が明確になったほか、地殻変動の解析結果との矛盾点も解消されるなど大きな進展があった（東

京大学地震研究所［課題番号：1407］）。また、新潟県中越地震では本震とマグニチュード 6 以上

の余震（4 回）について、全て異なる断層面で破壊が起こったことが分かり、震源過程の面から
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もこの地震の震源断層系の複雑性が明らかになった（東京大学地震研究所［課題番号：1407］、

京都大学防災研究所［課題番号：1806、1808］、防災科学技術研究所［課題番号：3005］）。2007

年新潟県中越沖地震は、厚い堆積層を伴った複雑な地下構造の地域で発生したため、共役な断層

面二面（南東傾斜面と北西傾斜面）のうちどちらが真の震源断層面かが議論となったが、観測点

毎に最適な一次元速度構造を用いたグリーン関数の再計算や、経験的グリーン関数法に基づく広

帯域地震動シミュレーション、海底地震観測データの解析結果などを参考にした余震分布の再検

討により、同地震の主要な震源断層面は南東傾斜面であると結論づけることができた（東京大学

地震研究所［課題番号：1407］）。 

また、日本国内だけでなく 2004 年インドネシア・スマトラ島沖大地震（M9.0）、2008 年中国四

川の地震（M7.9）等、世界中の地震を対象に、震源過程の準リアルタイム解析を継続的に行って

きた。 

 

 (アスペリティの物性と実体解明) 

二重時間差（DD）トモグラフィ法により、2003 年宮城県北部の地震、2000 年鳥取県西部地震、

1995 年兵庫県南部地震、2001 年芸予地震の震源断層及びアスペリティ周辺の地震波速度構造を

詳細に求めた。その結果、それらの地震について、アスペリティの領域は断層面上の高速度域に

対応する可能性が高いことが分かった（東京大学地震研究所［課題番号：1407］、東北大学理学

研究科［課題番号：1204］）。2004 年新潟県中越地震について同様の解析を行い、アスペリティの

領域が断層面上の高速度域に対応する可能性が追認された（東北大学理学研究科［課題番号：

1204］）。 

 また、山崎断層付近における 1976 年 6 月から 2004 年 7 月までの地震活動について、連携震源

決定（JHD）法による震源再決定を行った。この結果、安富断層の中央付近から土万断層の中央

付近まで地震活動の低い領域があり、この低活動域では大きめの地震（M≧2）がほとんど発生し

ておらず、そのため地震の規模別頻度分布の b 値の大きな領域を作り出していることが明らかに

なった。一つの可能性として、ここでは断層の固着が他より強く、次の大地震時に大きな滑りを

生じる領域になることが考えられる（図 27）（京都大学防災研究所［課題番号：1806］、澁谷・他, 

2008）。 

2002 年（平成 14 年）鳥取県東部の地震（M5.3）と 2007 年三重県中部の地震（M5.4）について

波形相関解析をもとに前震の精密震源決定を行ない、前震はアスペリティの周縁部に発生してい

る可能性を示した。このことは、前震と本震はともに断層面上の強度の小さい部分で発生し、破

壊伝播がその後、強度のより大きなアスペリティ領域へ伝搬したという破壊伝播過程を示してい

る（京都大学防災研究所［課題番号 1806］）。このような断層面上の不均質性と破壊伝播の進行過

程を詳しく調べるために、京都大学防災研究所の地殻活動総合観測線の上宝蔵柱、逢坂山に高精

度記録収集システムと気圧・温度の高精度観測システムを導入し、ゆっくり滑りの同定の精度を

格段に向上させた連続動観測を開始した（京都大学防災研究所［課題番号：1807］）。 

 

（内陸地震のアスペリティと地殻構造・地震活動度の対応） 

二重時間差トモグラフィ法により、1995 年兵庫県南部地震、1997 年（平成９年）鹿児島県薩

摩地方の地震（M6.6）、2000 年鳥取県西部地震、2001 年芸予地震、2003 年宮城県北部の地震、2004

年新潟県中越地震等の、近年発生した大地震の震源断層周辺の詳細な地震波速度構造が求められ、

地震波や地殻変動解析による地震時滑り量分布との対比が行われた。その結果、これまで知られ
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ていた他の内陸地震やスラブ内の地震と同様に、地震滑り量の大きな領域は地震波速度の低速度

域を避けて、比較的高速度な領域におよそ分布していることが分かった。一方、破壊開始点は低

速度域内あるいはその境界におよそ位置していることが分かった（東北大学大学院理学研究科

［課題番号：1204］）。このことは、詳細な速度構造調査により、アスペリティの位置を特定でき

る可能性を示唆している。 

断層面の不均質性を、反射法人工地震探査の手法を用いて検出する実験が、2003 年宮城県北部

の地震の震源域で試行された。予備的調査ではあるが、地殻深部の断層面と考えられる明瞭な反

射波が検出されるなど、断層面上の不均質性の検出可能性が示されたことは大きい（産業技術研

究所［課題番号：5005］大滝・他、2008）。 

国土地理院の GPS 記録を使用して過去 10 年前後の新潟・神戸歪集中帯における歪速度の変化

点の分布を調べた結果、近畿北部でせん断歪速度の変化が起きた地域が認められた。この地域の

発震機構を考えると、この現象が近畿北部での地震活動の静穏化に対応することが判明した。同

様の歪速度の変化が、新潟県中越地震の発生の 2～4 年前に新潟平野に現れていることが分かり、

かつ震源域に向かって移動していたことも確認できた（京都大学防災研究所［課題番号：1807］）。 

 

（プレート境界のアスペリティとその相互作用・破壊過程の多様性） 

2003 年に発生した福島県沖の地震（M6.8）の滑り分布を、遠地地震波形逆解析により推定した。

滑り域と海底地形の比較から、沈み込んだ海山がこの地震を起こしたアスペリティの原因である

という可能性が挙げられる。2008 年 1 月 11 日に発生した岩手県釜石沖の地震（M4.7）の滑り分

布を、近地広帯域地震波形逆解析により推定し、前回（2001 年）・前々回（1995 年）の釜石沖の

地震の滑り域とほぼ重なることを確認した。このことから一連の釜石沖の繰り返し地震がほぼ同

じアスペリティの繰り返し滑りであることが確認された。一方で高周波地震動解析からは、滑り

分布にわずかな相違が存在することが示された。このように、アスペリティの破壊は詳しく見る

と必ずしも毎回同じではなく、大地震の破壊過程の予測には、個々のアスペリティの滑り履歴の

詳細な検討が課題となる（東北大学［課題番号：1204］、米原・他，2008、島村・他，2008）。 

2005 年宮城県沖の地震（M7.2）と 1978 年（昭和 53 年）宮城県沖地震（M7.4）について、地震

波逆解析と余震分布から求めた滑り分布を比較した。2005 年の地震で破壊したアスペリティが、

1978 年の地震で破壊したアスペリティの一部に対応することを明らかにした。また、宮城県沖で

1930 年代に連続して発生した三つのマグニチュード 7 クラスの地震は、地震毎に異なるアスペリ

ティが個別に破壊したのに対して、1978 年の地震ではこれら三つの地震の全アスペリティを含む

領域が破壊していたことが、余震分布等の調査から明らかになった（東北大学大学院理学研究科

［課題番号：1204］）。断層面上に複数のアスペリティが隣接する場合には、アスペリティの破壊

様式が毎回同一とはならず多様性を有することが明らかになった。 

 

（準リアルタイム震源過程解析への展望） 

KiK-net（防災科学技術研究所の基盤強震観測網）強震観測のリアルタイムデータ伝送化に伴

い、データ取得までの時間が大幅に短縮された。今後は、大地震発生直後の震源逆解析の準リア

ルタイム処理とともに、強震動の面的分布との対応付けや、救援や復旧などの災害対応のための

基礎データの提供がリアルタイムで可能になると期待される（防災科学技術研究所［課題番号：

3005、3006］）。また、リアルタイム強震観測データを用いた緊急地震速報の高度化のために、即

時震源決定に用いられている「着未着法」に対して、複数の地震が同時発生した場合でも対処で
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きるよう改良が図られたほか、地震動とノイズを正しく識別するための信号処理手順の改良が進

められた（防災科学技術研究所［課題番号：3006］）。 

 

（強震観測データベースの構築と一般公開） 

伊豆・駿河湾および足柄平野に展開された強震観測ネットワークを継続運用し、主として関東

周辺で発生した中小地震の強震動データを記録した。長期の欠測なく強震動データを得たことに

より、K-NET（防災科学技術研究所の強震観測網）や KiK-net 強震観測網データとあわせて、2004

年紀伊半島南東沖の地震（M7.1）や 2004 年新潟県中越地震、2007 年能登半島地震、および 2007

年新潟県中越沖地震等における、関東平野での長周期地震動の伝播特性に関する詳しい理解が進

んだ。これらの定常観測点および臨時観測で取得された、1990 年以降の強震波形データを、2008

年に開発した「強震データ公開システム」により広く一般に公開した（東京大学地震研究所［課

題番号 1408］）。 

 
イ． 強震動シミュレーション・強震動予測 

（長周期地震動のシミュレーション） 

2004 年新潟県中越地震、及び 2007 年新潟県中越沖地震による関東平野の長周期地震動を、強

震観測データ解析と、強震動シミュレーションの比較から詳しく調査した。首都圏・甲信越地方

の地下構造モデルを用いたシミュレーションを実施し、都心部、及び関東平野での長周期地震動

の再現を確認した。これは、震源の位置と規模を特定すれば、平野で強く生成される長周期地震

動の発生予測が可能であることを保証する。また、2007 年能登半島地震では、表面波が糸魚川－

静岡構造線を通過することで減衰し、都心部での長周期地震動の振幅が比較的小さくなったこと

が分かった（東京大学地震研究所［課題番号：1408］）。 

南海トラフ地震による長周期地震動の生成を理解する上で、2004 年紀伊半島南東沖の地震の地震

動が全国で記録された影響は大きい。たとえば、この地震により生まれた長周期地震動をシミュ

レーションすることで、南海トラフに厚く堆積する海洋堆積物（付加体）の影響により、大阪盆

地や濃尾平野で長周期地震動の継続時間が延びる効果が明らかになり、観測データとシミュレー

ション結果の比較検証により、陸域～海域の地下構造モデルの物性値の修正が進んだ（京都大学

防災研究所［課題番号：1808］、東京大学地震研究所［課題番号：1408］、Furumura et al., 2008）。

こうして高度化が進められた地下構造モデルを用いて、1944 年東南海地震の長周期地震動シミュ

レーションが行われ、当時の煤書き記録の復元により求められた、関東平野（東京、千葉、横浜

地点）の強震記録との比較から、東南海地震における関東平野周辺での長周期地震動の理解が大

きく進んだ。こうして、将来の東南海地震における関西圏の広帯域地震動や、南海地震における

大阪平野等の長周期地震動の予測が行われ、建築・土木工学における耐震工学研究との連携によ

り、構造物への影響に関する研究が加速した（京都大学防災研究所［課題番号 1808］、Iwaki and 

Iwata, 2008）。 

 

（地震動予測地図等の作成に向けた地下構造モデルの高度化） 

全国を対象とした強震動評価のために、地質情報を主に作成された深部地盤構造を初期モデル

として、シミュレーションと、K-NET と KiK-net で得られた強震記録との比較検証により、強震

動評価に必要な深部地盤モデルの物性値モデルへと変換する手順が一般化した。近い将来に発生

が懸念される主要な海溝型地震として、宮城県沖地震、想定東海地震、東南海地震、南海地震が
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優先的に選ばれ、これらの長周期地震動の予測地図の作成に必要となる、中部・関東・近畿地域・

南東北の地下構造モデルの構築が進められた（図 28）（東京大学地震研究所［課題番号 1407］、

Koketsu et al., 2009、纐纈・他, 2009）。 

大阪平野では、浅層ボーリングデータに基づいて表層地盤構造（沖積層から洪積層上部）モデ

ルの作成が行われ、大阪湾断層、上町断層系、六甲・淡路断層系や、海溝型地震の想定地震シナ

リオについて、強震動シミュレーションと地震動予測地図がまとめられた（産業技術総合研究所

［課題番号：5006］、Sekiguchi et al., 2008）。さらに、震源断層を特定した地震動予測地図を、

山崎断層帯の地震、高山・大原断層帯の地震、中央構造線断層帯（金剛山東縁－和泉山脈南縁）

の地震、日向灘の地震に対して作成した。これらの最新の研究成果は地震調査委員会の全国地震

動予測地図作成に用いられ、強震動予測手法の高度化および地震動予測のばらつき評価に関する

検討を通して、確率論的地震動予測地図の作成手法の改良に貢献した。強震動評価の結果を、イ

ンターネット等を通じて広く一般に発信することを目的に、地震ハザードステーション「新型

J-SHIS」を開発した（防災科学技術研究所［課題番号 3006］）。 

 

（短波長不均質構造の理解と広帯域強震動シミュレーション） 

深発地震に見られる震度分布の異常（異常震域）と、大加速度の成因となる周期１秒以下の短

周期地震動の伝播を、K-NET, KiK-net 強震観測網のデータ解析から詳しく評価した。異常震域の

成因を、これまで考えられてきた低減衰・高速度プレートモデル（宇津モデル）に加えて、プレ

ート内の横長の散乱体（不均質性）の中を短周期地震動が広角多重散乱を起こして遠地まで導か

れる「散乱トラップ」の新しいモデルにより説明することに成功した（東京大学地震研究所［課

題番号：1408］）。地殻・マントルの短波長不均質構造の分布を詳しく調べるために、2000 年鳥取

県西部地震の余震記録を用いて、S 波の見かけ放射パターンの周波数・距離変化特性を調査し、

短波長不均質構造を持つモデルを用いた地震波伝播シミュレーションとの比較から物性の揺ら

ぎの分布を調べた。こうして、従来の長周期地震動のシミュレーションモデルを、周期１秒以下

の短周期地震動にまで拡張することができ、長周期～短周期地震動の広帯域シミュレーションに

向けて前進した（東京大学地震研究所［課題番号 1408］、Takemura et al., 2009）。 

 

（地震－津波連成シミュレーションの開発） 

海溝型の大地震に伴う津波の発生予測と、検潮記録等を併用した震源逆解析の統合解析を目指

して、地震と津波を連成して同時に計算できる「地震－津波連成シミュレーションコード」を新

たに開発した。まず、三次元不均質場での地震波伝播と地殻変動を地震動シミュレーションによ

り行った。計算から求められた海底面の上昇と沈降の時空間変化を入力として、津波が伝播する

過程を三次元ナビエ・ストークス式の計算により評価した。これにより、これまでの線形長波長

近似の津波シミュレーションに比べ精度が向上した。本シミュレーションモデルを用いて、2004

年紀伊半島南東沖の地震、2006 年千島列島の地震（M7.9）等による強震動と津波の同時シミュレ

ーションを行ない、海溝型の大地震による強震動と大津波の発生過程を検証した。特に 2004 年

紀伊半島南東沖の地震では、海洋研究開発機構により室戸沖に設置されている海底ケーブル津波

計で記録した津波に見られる分散波形に着目し、地震波の解析からはこれまで判断が難しかった

断層面の走行が北西―南東方向であることを明らかにした。今後近地地震波形と津波波形の統合

処理による海溝型地震の震源モデル推定と、強震動・津波予測の高度化が進むことが期待される

（図 29）（東京大学地震研究所［課題番号 1408］、Saito and Furumura, 2009）。 
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（強震動予測シミュレーションコードの高度化） 

近年の高速計算機を用いた、大規模な強震動シミュレーションの実用化を目指し、世界最高速

レベルにある地球シミュレータや T2K オープンスパコン（東京大学）などの並列計算機に適した、

強震動シミュレーションコードの開発を進めた。三次元不均質場での地震波伝播を記述する三次

元運動方程式の差分法計算の並列化性能を 99.995%以上に高め、最大 10,000 個以上の CPU を用い

た超並列計算の実現に成功した。これにより、地球シミュレータを用いて数十億格子モデルでの

三次元地震波・津波計算が可能となり、さらに 2012 年に完成予定の世界最速の次世代スパコン

を用いてこれより 650 倍以上の大規模シミュレーションの実現の目処が得られた（東京大学地震

研究所［課題番号 1408］、古村, 2008）。 

 
課題と展望 

 「地震破壊過程と強震動」研究計画の第一の目標は、地震の破壊過程を詳しく調べることであ

った。この目標のため、地震波伝達関数の精度を高める様々な手法（現実的な三次元構造の導入、

構造モデルの逆解析、経験的グリーン関数など）を開発し、最近の地震（2007 年能登半島地震、

2007 年新潟県中越沖地震、2008 年岩手・宮城内陸地震など）に数多く適用して、アスペリティ

の詳細分布を得た。この分布を、二重時間差トモグラフィ法等で得られる高精度の地震波速度構

造などと比較した結果、地震波の高速度領域がアスペリティに対応する可能性が見いだされた。

このことは、アスペリティの位置の予測という面での長期的な地震予知や強震動予測を実現する

可能性を意味している。 

 このほか、強震動予測の面では特に、長周期地震動の予測に必要な各地の堆積平野の地下構造

モデルが各種の物理探査データを駆使して構築されつつあり、2003 年十勝沖地震や 2004 年紀伊

半島南東沖の地震、2004 年新潟県中越地震、そして 2007 年新潟県中越沖地震などの近年の地震

の K-NET、KiK-net 等の強震観測記録をもとに、不均質地下構造における波動伝播と長周期地震

動の生成・伝播過程の理解が進み、またコンピュータシミュレーション結果との比較からシミュ

レーションモデルの検証と高度化が進むなど、観測とシミュレーションによる実証的な研究が行

われた。異常震域の生成や、大加速度を作り出す周期１秒以下の短周期地震動の伝播を支配する、

短波長不均質構造の分布特性が、高密度地震観測データの解析と波動伝播シミュレーションから

明らかになり、地球シミュレータや、次世代スパコン等の高速計算機の性能向上も相まって、短

周期地震動から長周期地震動を含めた広帯域の地震動予測が可能になってきた。シミュレーショ

ンと観測、そして地震波解析は表裏一体の関係にあり、これらの協調研究を今後も進展させなけ

ればならない。 
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図 25：2007 年能登半島地震のいろいろな震源逆解析の結果。左上：改良前の速度構造モデルを用いた

単独逆解析の結果（滑り分布）。右上：改良後の速度構造モデルを用いた単独逆解析の結果。下：改良

後の速度構造モデルを用いた同時逆解析の結果（東京大学地震研究所［課題番号：1407、籾山・他, 2009）。 

 
図 26：2008 年岩手宮城内陸地震の滑り分布地表投影。○は余震、□は地表変位が報告されている地点。

▲は強震観測点（京都大学防災研究所［課題番号：1806、1808］、Suzuki et al., 2009）。 
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図 27：山崎断層付近の地震活動分布（1976～2004 年）の平面図及び断面図（上）と山崎断層付近の

b 値の分布（下）。b 値の大きい場所は赤で示してある。また、代表的な三つの場所についてマグニチ

ュードによる累積頻度分布を示した（京都大学防災研究所［課題番号：1806］、澁谷・他、2008）。 
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図 28：想定東海地震・東南海地震に対する中部・関東・近畿地域の一次地下構造モデル。地震基盤（S

波速度 3.2 km/s）の上面の深さ分布が示されている（東京大学地震研究所［課題番号 1407］、纐纈・

他, 2009）。 

 
図 29：2004 年紀伊半島南東沖の地震による津波発生伝播シミュレーション。地震発生から 30 分後の

津波伝播。(a) 三次元ナビエ-ストークス式による計算、(b) 線形長波方程式による計算。(c) 室戸沖

における津波波形の比較（グレーは観測波形、赤はナビエ-ストークス式、黒は線形長波方程式による

計算結果）。 
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１．（４）「地震発生の素過程」研究計画 

 

 地震サイクル等の数値シミュレーションで説得力のある結果を得るためには、確かな根拠に基づい

て破壊・摩擦構成則のパラメータの分布を与える必要がある。最近、種々の構造探査により、Ｐ波速

度(Vp)、Ｓ波速度(Vs)、比抵抗、減衰の程度を表すＱ等が同一断面上で比較できるようになってきた。

それら観測可能な Vp、Vs、比抵抗、Ｑ等から、どのような物質がどのような状態にあり、どのような

破壊・摩擦特性を持っているのか推定できるようになることを目指した実験的・理論的研究を推進し

てきた。そのためには、室内実験により Vp、Vs、比抵抗等と、破壊・摩擦特性を様々な条件下で同時

測定した。また、Vp、Vs、比抵抗、Ｑ等は地殻中の水の状態に強く依存するため、間隙水の実体に関

する研究、浸透率構造に関する研究等も併せて推し進めた。 

 摩擦破壊現象の物理・化学的素過程を実験的に明らかにしていくことによって、アスペリティの実

体、摩擦破壊現象の大規模・小規模摩擦破壊現象の類似性などについて理解を深めることを目標とし

た。 

なお、［課題番号：1409］及び［課題番号：1410］は、東京大学地震研究所の課題であるが、［課題番号 ：1409］

は横浜市立大学、海洋開発研究機構と、［課題番号：1410］は東北大学、千葉大学、東京大学理学系研究科、富山大

学、静岡大学、京都大学、大阪大学との共同研究課題であるため、本文中では当該研究を主に実施した機関名を示

してある。 

 

ア．摩擦・破壊現象の物理・化学的素過程 

(深部岩石の変形特性) 

  岩石は深さ50km 以深の高温高圧条件下では、不安定な脆性破壊を起こさず、延性的な変形様式とな

るため、そのままでは地震を起こしがたく、実際ほとんどの地震はそれ以浅で起こっている。しかし、

スラブ内に限っては、深さ 600km 超まで地震が起こっており、それを可能にする様々なメカニズムが

提案されてきた。深さ 100-200 km 程度の稍深発地震とよばれるものに対しては、蛇紋岩が脱水分解す

るときに放出した間隙水が高い流体圧を発生し、岩石変形への有効封圧を下げるために、脆性破壊が

可能になるとのメカニズムが有力とされてきたが、鉱物の脱水反応時の体積変化の物理化学的考察か

らは、封圧が数GPa以上では、分解・放出される水の体積が、固体鉱物部分の体積減少を下回り、し

たがって、過剰間隙水圧は生じないことになる。このような考えにもとづき、非常に高圧で脱水反応

した蛇紋岩の変形実験を行なうと、不安定な破壊は起こらなかった。一方で、塑性流動による安定な

変形のメカニズムと、それが岩石組織に残す形跡について、石英多結晶体を流動させての組織観察と

理論的考察をすすめた。(東京大学理学系研究科、静岡大学理学部［課題番号：1410］、井本他, 2008、

Michibayashi, 2008、Tasaka et al., 2008、Harigane et al., 2008、Kono et al., 2008、Shimizu, 

2008） 

 

(高速摩擦特性) 

ロータリー式摩擦試験機による、実験速度、および法線応力条件の範囲を拡大し、これまで実験が

十分でなかった中・高速での摩擦特性を中心にデータがえられた。沈み込み物質を含む様々な岩種に

対して実験を行い、高速では部分溶融による摩擦の増加・低下、完全溶融による低下のほか、かなら

ずしも溶融をへないでも、特に、石英含有率の高い岩石においては長い滑り距離のあいだに摩擦が大

きく低下することなどが明らかにされた。(京都大学[課題番号：1410])。さらに、温度の効果を分離
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して実験するため、1000℃を越える背景温度で高速摩擦試験が行える装置を導入した(千葉大学[課題

番号：1410])。また、固着滑り実験において、瞬間溶融が起こっていること、およびそのタイミング

を実験後試料観察とメルト生成による瞬間的電気伝導度の変化から明らかにし、瞬間溶融を含む摩擦

滑りの一般的モデルを提案した (東北大学[課題番号：1410])。一方で、粉体層の摩擦の場合に、粒子

の破砕が起こらずに、粒子同士の衝突散逸のみを考えた場合は、摩擦が滑り速度に強い正の依存性を

持つべきことが、数値モデリングによって示された。(東京大学地震研究所 [課題番号：1410]、Hatano, 

2008)  

 

（低速滑り摩擦の物理） 

 次節イで述べる(弾性波透過による摩擦固着状態のその場観察)の結果から、滑りの安定性に強く影

響する摩擦構成則パラメータの従来の決定法に疑問がもたれたため、従来の手法を格段に精密化した

実験を行った。その結果、パラメータ値は従来求められていた値より数倍大きいことが判明した。新

たな値は、かねてから物性理論により提案されていた値とよく一致する。また、さまざまな熱活性化

過程による摩擦強度の時間的変化については、実験と理論の整合性が確かめられた。(東京大学地震研

究所[課題番号：1409]、中谷他, 印刷中)。 

 

（透過弾性波と離散要素法で探る応力鎖の挙動） 

せん断力を受けるガウジ層中において最大主応力方向に発達していると仮定される応力鎖に直交す

る方向に弾性波を通した場合、明らかに強い減衰が見られ、逆に、平行な方向では減衰が弱いか僅か

に増幅も見られた。この事実は、応力鎖の存在のみならず、応力鎖による内部不均質構造が、透過波

の減衰に影響していることを陽に物語っている。この影響は、せん断歪 0.01%程度の微小な変位レベ

ルでも検知されることも分かった。一方、同実験を模擬した離散要素法による数値シミュレーション

では、透過波を周波数領域に分解して解析した結果、せん断開始後、比較的早期の段階で、低周波側

から減衰が始まっていることが明らかになった。これにより、透過波の減衰は内部構造の不均質性が

起因する散乱が原因ではないかという結論に至った。 (横浜市立大学、海洋開発研究機構 [課題番号：

1409])。 

 

(AE 広帯域計測) 

 微小破壊(AE)活動の統計的性質の時間変化を調べ、巨視的破壊の直前に、エネルギー放射率の加速

度的増加、b値の減少、フラクタル次元と相関距離が減少から増加へ転じることが確認された(産業技

術総合研究所［課題番号：5007])。これまで、実験で使用できるセンサーの周波数特性が平坦でない

ため、AEの震源パラメータが求められないことが、自然地震との関係を理解するうえで障害になって

いたが、封圧下の岩石破壊試験において発生する AEを広帯域センサーで収録することに成功し、経験

的グリーン関数法を用いて AE の破壊継続時間を推定することに成功した(立命館大学[課題番号：

1410]、Kawakata et al., 2009)。 

 

(破壊現象の規模依存性) 

滑り実験によって、摩擦滑りに伴う AEの発生頻度や規模分布が、断層の滑り量と滑り速度に依存す

ることを明らかにした。この関係を東北日本太平洋下のプレート境界で発生する微小地震に適用して、

プレート境界面上の摩擦特性分布を推定した。得られた摩擦特性分布は、過去に発生した大地震の滑
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り域（アスペリティ）の分布と矛盾しないものであった。また、室内実験と自然地震の間には、時空

間的に規模が数桁異なっているが、これを埋めるために、南アフリカ大深度金鉱山において、断層直

近での地震観測を行った。南ア金鉱山のひとつであるムポネン金鉱山に AE 観測網を展開し、100kHz

を超える高周波の地震観測に成功した。この観測網から 10m 程度のところで、M2.1 の地震が発生し、

1 万個を超える高周波の余震を観測した。本震断層上では、三ヶ月程度前から AE が発生していた(東

北大学[課題番号：1205]、Nakatani et al., 2008、Naoi et al., 2008a,b、Yabe, 2008、Yabe et al, 

2008)。天然の断層の階層的幾何学構造から、地震のサイズと破壊エネルギー等の関係を予測するモデ

ルが提出された(東北大学[課題番号：1410])。 

 

(破壊にともなう副次的諸現象) 

岩石破壊にともなうガス放出に関しては、もともと岩石中に含まれていたガスの物理放出と、破壊

表面形成時の化学反応によるものの 2種があり、破壊実験時のデータから区別できることが示された。

断層からのガス放出の解釈には、複数の化学種のモニターが必要なため、連続測定システムと、小型

4重極子質量分析計を開発した(東京大学理学系研究科［課題番号：1410］、東京大学理学系研究科［課

題番号：1501］)。岩石破壊時の可視光の放射に関しては、従来の考えとは違って、圧電による電場か

らの放電現象によるものが圧倒的に優勢であることが分かった。(京都大学[課題番号：1410])。一方

で、圧電鉱物を含まない岩石の固着滑り実験において不安定滑り時に、顕著な電界変動をともなわな

い大きな磁界変動が捉えられた。(産業技術総合研究所 [課題番号:5007]、Tsutsumi and Shirai, 2008) 

 

イ．地殻・上部マントルの物質・物性と摩擦・破壊構成則パラメータ 

（地震発生条件下での蛇紋岩等の観測可能物性） 

 岩石学的考察からは、沈み込みプレート境界の巨大地震発生域の中・深部および、安定な定常滑り

への遷移域においては、沈み込みによって運ばれてくる物質から放出される水によって、マントルウ

エッジ等の超塩基性岩が化学反応を起こし、蛇紋岩化することが期待される。蛇紋岩は、地殻・マン

トルの大部分をしめる硬珪酸塩鉱物からなる岩石に比べて、不安定な地震性の滑りを起こしにくい力

学的性質をもっており、地震発生の力学に対して大きな影響をもつ。一方で蛇紋岩は、その弾性波速

度も、他の地殻・マントル物質とは大きく異なる値をもつことが知られており、近年発達してきたト

モグラフィ等で求められた沈み込み帯等の弾性波速度の分布から、蛇紋岩の存在と、その地震発生様

式との相関が示唆されていた。従来解釈に用いられたのは、低温型蛇紋岩の弾性波速度データだが、

これは 300°C 以上の温度では脱水分解して別の鉱物になってしまうため適切でなく、実際、観測結

果と整合しない点も指摘されていた。そこで、本計画においては、高温型蛇紋岩の P 波速度、S 波速

度を、地震発生場の高温・高圧を再現して計測した（富山大学、大阪大学[課題番号：1410] 、産業技

術総合研究所[課題番号:5008]、鏡味他, 印刷中、渡辺他, 印刷中）。さらに、蛇紋岩は鉱物の結晶方

向が普通はよくそろい、異方性の強い岩体を形成するため、速度異方性についても実験データを取得

した。これらのデータを、従来、低温型蛇紋岩のデータとの比較から蛇紋岩の存在が示唆されていた

関東地方のトモグラフィ結果と比べてみると、高温型蛇紋岩自体の弾性波速度だけではトモグラフィ

で示唆されるほど低い弾性波速度にはならず、さらに、間隙水が存在していることが必要であるとの

結論を得た（図 30）。また、蛇紋岩は非常に高い電気伝導度を示すことがあり、電磁気学的手法での

観測的検出が期待されるが、蛇紋岩の試料分析と、さまざまな温度での電気伝導度測定の結果、電気

伝導度が高くなるのは、蛇紋岩生成時に副産物として生成される磁鉄鉱が、連続性よく分布した場合

コメント [m1]:  No.１６ 

削除: 電解



 - 58 -

にのみ生じる結果であり、その条件がみたされないときは、カンラン岩と同程度低い電気伝導度であ

ることが分かった。(東京大学地震研究所、富山大学[課題番号：1410]) 。沈み込み帯の具体的物質に

ついては、統合国際深海掘削計画（IODP）で南海掘削試料の回収が始まっており、その実験によって、

今後ますます現実的な物性データが得られるだろう(海洋開発研究機構 [課題番号：4003]、千葉大学、

東京大学地震研究所[課題番号：1409]、 Kuramoto et al., 2008、木下他, 2008)。 

 

（岩石の物性測定のための人工合成岩石の開発） 

 電気伝導度、透水性などの岩石物性測定に用いる天然試料はそれが地上にでてくる際の応力開放に

よってできた微小亀裂を含むという問題がある。このために亀裂が全くない細粒多結晶体を得るため

の合成法を開発した。この人工岩石は、粒界の化学的性質に支配される地震発生層最深部以深の物性

や変形過程を、常温・常圧のもとで再現することができるため、脆性－塑性遷移領域での物性研究を

刷新しうる画期的なものである。(東京大学地震研究所[課題番号：1410]) 

 

(弾性波透過による摩擦固着状態のその場観察) 

  地震シミュレーション等では、時々刻々変化する摩擦面の固着状態と、載荷せん断応力のかねあい

で滑り速度が決まるという形の摩擦構成則を用いる。固着状態（摩擦強度)は断層を滑らせるのに必要

な応力は、各瞬間の摩擦面の物理的状態で決定される量であるから、それを別の方法ではかれば、非

破壊的にモニターすることが可能である。適切な周波数の弾性波の断層面を透過させることで、これ

が定量的に可能なことが示され、固着滑り実験においては、載荷せん断応力がピーク値に達するより

前に、物理的な固着のはがれは大方完了することが分かった（図31）(東京大学地震研究所[課題番号：

1410]、Nagata et al., 2008)。また、予め断層面のない岩石に破断面ができるときも、周波数によっ

て、弾性波の透過率の変化が大きく異なることが分かった。(立命館大学 [課題番号：1410]、Yoshimitsu 

et al., 2008) 

 

(地殻岩石中における間隙水のふるまい) 

  断層面を含む大きな岩石試料に封圧をかけて透水性をはかれる実験装置を開発し、断層面は、高い

封圧をかけても高い透水性を保つことが示された (Nemoto et al., in press、Watanabe et al., 2008)。

さらに、地震発生層深部での熱水化学反応による亀裂の充填(Okamoto et al., 2008)を予測する基礎

データとして、水-NaCl-H20 系の地殻流体の臨界温度周辺での状態方程式を実測する装置を開発した。

さらに、誘電率を鍵として、様々な組成の地殻流体の溶解度を少数の実験データから予測する理論的

枠組みが開発された。(東北大学、広島大学[課題番号：1410])。 粘土鉱物を含む断層ガウジの摩擦試

験においては、粘土鉱物の存在比に依存する摩擦強度・浸透率の変遷、水を内包する粘土鉱物・蛇紋

岩などの脱水が断層内の間隙水圧を上昇させる過程などが明らかになった。(産業技術総合研究所 [課

題番号:5008]) 

 

展望と課題 

 「地震発生の素過程」は第２次新地震予知研究計画から始まった研究計画であるが、当初の予定以

上に多くの画期的な成果がだされた。これは、地震予知という目標に対して、実験分野の多くの研究

者が協力して装置の開発を含む研究にとりくみ、新たな発想での学際的アプローチを始めたことが要

因であろう。近年構造探査等で詳細にわかってきている弾性波速度についても、物質科学的な解釈を
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与えられるようになってきた。今後の課題としては、より広範囲での条件でのデータの取得と、物性

の基礎的理解の深化により、天然の条件への知識の適用の妥当性を、様々な項目において適切に判断

していくことがあげられる。 
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図30：高温型蛇紋岩の弾性波速度。赤線は蛇紋岩化に伴う速度変化(水を含まないとき)。

紫、緑、青は蛇紋岩に水が含まれる場合（割れ目のアスペクト比がそれぞれ 0.001, 0.01, 

0.1）（富山大学[課題番号：1410]）。 
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図 31：岩石滑り実験における固着状態の変化。準静的接触時に回復した固着(摩擦強度)

がわずかな滑りによって減少する。その変化は P 波透過率でモニターできる(東京大学

地震研究所[課題番号：1410])。 
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２．（１）「地殻活動予測シミュレーションモデルの構築」研究計画 
 

「地殻活動予測シミュレーションモデルの構築」研究計画の目標は、北米、太平洋、フィリピ

ン海、ユーラシアの四つのプレートが複雑に相互作用する日本列島域を一つのシステムとしてモ

デル化し、常時観測網からの膨大な地殻活動データをリアルタイムで解析・同化することで、プ

レート相対運動によって駆動される広域応力の増加から準静的な震源核の形成を経て動的破壊

の開始・伝播・停止に至る大地震発生過程の定量的な予測を行うことである。本研究計画では、

上記の目標を達成するために、「ア．日本列島域」を対象とした地殻活動予測シミュレーション

モデルを開発した。また、稠密
ちゅうみつ

な観測が行われている「イ．特定の地域」においては、より詳細

な地域モデルを開発し、地殻変動データや地震活動データをリアルタイムで取り込んだ予測シミ

ュレーションを行った。さらに、「ウ．予測シミュレーションモデルの高度化」のために、地震

発生の物理・化学過程に関する基礎的シミュレーション研究を推進した。 

 

ア．日本列島域 

（日本列島域の地殻活動シミュレーションモデルのプロトタイプ（CAMP モデル）の構築と準静的

応力蓄積過程－動的破壊－波動伝播の連成シミュレーションの試み） 

 プレート運動による準静的歪蓄積モデルと動的地震破壊伝播モデルをシステム結合すること

により、地殻マントルの弾性－粘弾性構造、プレート境界の三次元形状、断層構成則の環境依存

性等を考慮した、日本列島域の地殻活動シミュレーションモデルのプロトタイプ（CAMP モデル）

を構築した（東京大学理学系研究科［課題番号：1502］）。このモデルを用いて、1968 年（昭和

43 年）十勝沖地震（M7.9）の震源域における巨大地震の発生予測シミュレーションを試み、震源

域の応力が充分に大きくなっていないと何らかの要因で動的破壊が開始されたとしても大地震

には発展しないこと、逆に震源域の応力が臨界状態に達していると動的破壊は加速され大地震に

発展することが再現できた。また、2003 年十勝沖地震について、準静的応力増加－動的破壊伝播

－地震波動伝播の連成シミュレーションを行い、理論的に予測された地震波形と実際に観測され

た地震波形が概ね一致することを示した(図 32)（東京大学理学系研究科［課題番号：1502］、防

災科学技術研究所［課題番号：3016］、Fukuyama et al., 2009）。 

 

（GPS データ逆解析による北海道・東北地域のプレート境界面の固着状態の推定） 

直接的及び間接的先験情報を観測データと結合した統計モデルを構築し、地殻変動データ解析

の新しい逆解析手法を定式化することに成功した。この新しい定式化に基づく、北海道－東北地

域の GPS データ解析により見出された、プレート境界面上での大きな滑り遅れ領域は、過去に発

生した大地震の震源域とほぼ一致し、過去の大地震の震源域は現在固着していることが分かった

（図 33）(Hashimoto et al., 2009)（東京大学理学系研究科 [課題番号：1502]）。 

 

（CMT データ逆解析による日本列島全域の三次元地殻応力パターンの推定） 

地震破壊は震源域周辺の応力場を反映するという考えに基づき、地震の CMT データから地震発

生応力場を推定する逆解析手法を開発した（Terakawa and Matsu’ura, 2008）。この新しい応力

逆解析手法を防災科学技術研究所の 15,000 個の地震の CMT データに適用し、日本列島域の三次
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元地殻応力分布を求めた(図 34)（東京大学理学系研究科 [課題番号：1502]）。 

 

イ．特定の地域 

（三陸沖プレート境界型地震発生サイクル・シミュレーションモデルの構築） 

三陸沖のプレート境界では、1968 年十勝沖地震の際に破壊された二つのアスペリティのうち一

つだけが 1994 年三陸はるか沖地震（M7.6）で破壊された。このような地震サイクルは二つのア

スペリティの摩擦特性の違いにより説明可能である。摩擦特性の不均一性を考慮したシミュレー

ションにより、1994 年三陸はるか沖地震の余効滑りと最大余震（M6.9）を含めて、三陸沖のプレ

ート境界地震の繰り返しを説明するアスペリティモデルを構築した。これにより、摩擦特性の大

まかな分布について知見が得られた(図 35、36)（東京大学地震研究所［課題番号：1411］、

Kato,2008）。 また、速度・状態依存摩擦則と媒質の粘弾性をともに考慮したモデルを構築した。

これにより、粘弾性による応力変化を考慮した地震サイクルモデルや、余効滑りと媒質の粘弾性

変形をともに考慮した地殻変動のモデルに関する研究を進めることができるようになった（東京

大学地震研究所［課題番号：1411］、海洋研究開発機構[課題番号：4001]）。 

 

（南海トラフ沿い巨大地震発生サイクル・シミュレーションモデルの構築） 

地球シミュレータを用いた半無限弾性媒質中の平面断層モデルで、南海トラフに沿って変化す

るプレート相対運動速度、プレート境界面の三次元形状、沈み込む海山等による摩擦パラメータ

の不均質空間分布等を考慮した数値シミュレーションを行い、南海トラフ沿いの過去の巨大地震

発生系列の主要な特徴を再現することができた。1944 年東南海地震や 1946 年（昭和 21 年）南海

地震（M8.0）のように、フィリピン海プレートが高角度で沈み込む紀伊半島沖で破壊が開始する

可能性が高いことがシミュレーション結果から示唆された（名古屋大学[課題番号：1704]、東京

大学地震研究所［課題番号：1411］、海洋研究開発機構[課題番号：4001]、気象庁[課題番号：7008]、

高山・他、2008）。 

しかしながら、シミュレーションにプレート三次元形状を導入すると歴史地震で生じている連

動・非連動が再現できなかった。その他にも、平面モデルでも再来間隔が平均値の半分程度から

二倍程度までの範囲で大きく変化することが再現できないなどの課題があった。摩擦特性のうち

速度依存性を規定するパラメータではなく、特徴的滑り量に不均一を与えることで、上記の問題

が解決可能であることが分かった（名古屋大学 [課題番号：1704]、海洋研究開発機構[課題番号：

4001]）。 

東海地域に発生したゆっくり滑りと想定東海地震の関連について、東海地域におけるゆっくり

滑りの領域、滑り量などの観測結果と整合するようモデルを構築し、ゆっくり滑りが繰り返した

後に東海地震に至る可能性を指摘した（気象庁[課題番号：7008]、弘瀬・他,2008）。さらに、ゆ

っくり滑りの発生要因について、プレートの形状に注目した研究（名古屋大学 [課題番号：1704]）

や、遷移領域の摩擦構成則を考慮したモデル化が行われた。ゆっくり滑りについてのシミュレー

ション研究について、これまでに提案されているモデルを整理した (東京大学地震研究所［課題

番号：1411］、芝崎，2009）。 

 

ウ．予測シミュレーションモデルの高度化 

摩擦パラメータの推定や、現在の地殻活動予測シミュレーションでは考慮されていない以下の
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物理過程（間隙流体・非弾性）の組み込みなど、予測シミュレーションの高度化を行った。 

 

（GPS データ時間依存逆解析(余効変動）による摩擦パラメータ推定) 

GPS データを用いて地殻応力変化やプレート境界面上の摩擦パラメータを推定する手法の開発

を進め、実際のデータに適用して、その手法の有効性を検証した。2003 年十勝沖地震の余効滑り

と 2000 年から始まった東海地方でのゆっくり滑り等について、GPS データからプレート境界面上

の滑りと応力の時空間変化を復元し、摩擦構成則パラメータの推定を行った（東京大学地震研究

所［課題番号：1412］、Fukuda et al., 2008）。 

 

（熱多孔質媒質中での破壊伝播シミュレーション） 

熱多孔性媒質を仮定して自発成長する二次元動的破壊の理論的研究を行った。数値シミュレー

ションから、摩擦発熱を考慮した場合、空隙率の非弾性的な増加率とせん断変形帯幅の積に比例

する量である無次元パラメータを用いて多様な動的断層滑りを統一的に説明できることが分か

った(図 37)。いくつかの観測事実と照らし合わせることにより、このパラメータのとるべき範囲

についての推定を行った。この範囲内においては、ほぼ、一般的に滑り強化が起きていることが

確認された（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）。 

 

(離散要素法による粉体シミュレーション)  

断層の摩擦構成則の研究として、断層ガウジ（断層帯内の細粒破砕物）を模擬した粉体層の摩

擦強度回復過程をモデル化した計算コードを使用して不安定滑りの動的過程の数値シミュレー

ションを行い、薄い粉体層では地震的な高速滑りと非地震的な低速滑りの両方が発生することが

発見された（図 38）。低速滑りは、粉体層の速度強化的な摩擦法則に起因することが分かった。

粉体層が滑りの全過程において弱化を続けるため、臨界滑り長が全滑り量に等しくなることも発

見された。（東京大学地震研究所［課題番号：1412］、Hatano, 2008）。 

 

（内陸地震のモデル化に向けた粘弾塑性有限要素法（FEM）コードの開発） 

東北日本脊梁山脈を対象に、非線形粘弾性と塑性を考慮した有限要素法により、変形特性の空

間的不均一性を考慮した三次元の変形と断層形成過程のモデル化を行った（図 39）（Shibazaki et 

al., 2008）。シミュレーション結果から、北上低地西縁断層帯と横手盆地東縁断層帯に相当する

断層が形成され、北部と南部に存在する高温地帯で断層帯の走向が高温地帯に向かうように変化

することがわかった（図 40）。2008 年岩手・宮城内陸地震は、北上低地西縁断層帯の南部延長か

ら、火山地帯に近づくような走向で破壊が生じたが、これはシミュレーションで得られた断層の

走向と調和的であった（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）。 

 

（有限要素法およびその拡張によるプレート境界域周辺の地殻変動シミュレーション） 

2004 年９月５日に発生した紀伊半島南東沖の地震の余効変動に関して、沈み込み帯の三次元構

造を考慮して、粘性緩和による変動を有限要素法による数値計算により推定した。東海および紀

伊半島周辺の GPS 連続観測の時系列データから、粘性率が 1018～1019Pa・s であると推定された。

地震発生後三年間で粘性緩和による変動量は、志摩半島周辺で南方向に１cm 弱、東海地方周辺で

南西方向に５mm 弱の大きさと推定され、2000 年秋以降浜名湖直下で発生しているゆっくり滑り
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による変動の推定には、余効変動の影響を取り除く必要があることが分かった（国土地理院［課

題番号：6024］、水藤・小沢,2009）。 

 

（不均質媒質における破壊伝播シミュレーションモデルの高度化） 

FEM-β法により、不均質媒質中における地震断層の準静的成長に関する定量的シミュレーショ

ンを行い、地表堆積物の層構造での横ずれ断層成長停止機構を調べた（Kame et al., 2008）。地

表堆積層の剛性率と初期せん断応力を深部の半無限媒質のそれらの 1/10 とし、破壊伝播による

応力を計算して、境界面に向かう破壊伝播のシミュレーションを行った。破壊が境界を横切ると

歪が連続であっても弾性定数が不連続に 1/10 になることにより応力レベルが低下して、断層成

長が層の途中で停止する可能性がある。また、不均質媒質中において非平面地震断層の動的破壊

解析を行うため、境界積分法と有限差分法を組み合わせた新たな数値解析手法の開発を行った

（Kame and Aochi, 2009）（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）。 

 

課題と展望 

これまで、地殻・マントルの弾性－粘弾性構造、プレート境界の三次元形状、断層構成則の環

境依存性を考慮した、日本列島域の地殻活動シミュレーションモデルの原型を地球シミュレータ

上に構築し、プレート境界での準静的応力増加－動的破壊伝播－地震波動伝播の連成シミュレー

ションに成功した。しかし、このモデルによるシミュレーションが真に予測としての意味を持つ

ためには、広域地震／地殻変動観測データから予測シミュレーションに必要な情報を様々な方法

で抽出する必要がある。地震発生サイクルシミュレーションなどを通じて、プレート境界面の摩

擦構成則パラメータの空間分布についての知識は次第に充実したものになってきている。また、

地殻変動データ逆解析により、地殻変動データから日本列島周辺域のプレート境界での滑り分布

の変動履歴を復元することが可能になりつつある。また、地震の CMT データを用いた応力逆解析

手法を広域地震活動データに適用する研究も進められている。今後は、これまでの研究成果を集

約した標準モデルを設定し、各種データとシミュレーションを統合した研究をより充実させる必

要がある。 

現在の地殻活動予測シミュレーションでは考慮されていない物理過程として、流体の移動およ

び空隙の非弾性的生成を考慮した破壊伝播のシミュレーションなどが行われた。また、粉体のシ

ミュレーションも行われ、微視的なものも含め、破壊や摩擦の物理過程に関する理解は深まった。

しかしながら、これらを大規模な地殻活動予測シミュレーションモデルに組み込む努力は不十分

であり、今後の重要な課題である。また、不均質媒質中での破壊伝播を扱う新たな数値解析手法

が開発され、今後の応用に期待できる。地殻活動予測シミュレーションでは、主としてプレート

境界型地震を対象としているが、有限要素法により内陸地震発生機構のためにモデルも開発され

ている。これについても今後の進展に期待がもてる。 
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図32：2003年十勝沖地震における準静的応力蓄積－動的破壊－波動伝播の練成シミュレーション。

（左図）2003年十勝沖地震の震源域と観測点分布。（中図）震源域における滑り速度の時間発

展と最終滑り変位。（右図）各観測点における波動伝播シミュレーションにより合成波形（赤）

と観測波形（黒）（Fukuyama et al., 2009）。 
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図33：GPSデータの逆解析で推定した北海道・東北地域の北米̶太平洋プレート境界面の固着状態。

（左図）解析に用いたGPS水平速度データと三角網。（右図）北米̶太平洋プレート境界面での

滑り遅れ（青）と滑り過剰（赤）速度分布。コンター間隔は3cm/yr。緑の星印と楕円、過去

に発生したプレート間地震の震央位置および津波波源域を示す（Hashimoto et al., 2009）。 

   

図 34：CMT データ逆解析により推定された日本列島全域の３次元地殻応力パターン（Terakawa and 

Matsu’ura, 2008） (上図)震源球で表された応力場（青：圧縮場・逆断層解、緑：圧縮場・

横ずれ断層解、伸張場・正断層解） (下図 a)琉球断面図：伸張場が卓越 (下図 b)西南日本

断面図：横ずれ断層が卓越 （下図 c）東北日本断面図：逆断層が卓越。  
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図35：三陸沖地震発生サイクルシミュレーション(Kato,2008) 

 （左図）1968年十勝沖（中図のLA1）、1994年三陸はるか沖地震（中図LA１&LA２）とモデル設

定。(中図)摩擦パラメータ（A-B）分布。SA1は三陸はるか沖地震の最大余震、SA2は青森沖地

震。（右図）摩擦パラメータ（特徴的長さL）分布。 

 

 

図36：三陸沖地震発生サイクルシミュレーション(Kato,2008) 

シミュレーション結果：プレート速度Vplで規格化した滑り速度のスナップショット。1994

年三陸はるか沖に対応するLA1の単独破壊（d）、余効変動により引き起こされた余震に対応数

SA1の破壊（i）、青森沖の地震に対応するSA2の破壊（n）、1968年十勝沖地震に対応するLA1

とLA2の連動破壊（t,u）。 
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図 37：熱多孔質媒質中で２次元動的破壊シミ

ュレーション。 

断層面上の滑りとせん断応力の関係。 

k は透水率、Su は空隙率の非弾性的な増加

率とせん断変形体幅の積に比例する無次元量

である。Su の値により、滑り開始後に滑り弱

化特性を示す場合と滑り強化特性を示す場合

があることが分かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 38：離散要素シミュレーションで再

現された  粉体層の滑りの様子。黒線

は滑り量、赤線は滑り速度を表す。急

加速する初期過程と非常にゆっくりし

た減速を示す後期過程に分かれている。 
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図 39：(a) 3 次元のモデル。(b)地温勾配の

分布。赤色の部分で温度が高く、青色の部

分で温度が低い。 

図 40：5000 年間に生じる(a)

全歪と(b)隆起量(cm)。 
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２．（２）「地殻活動モニタリングシステムの高度化」研究計画 

 

 日本列島全域の地殻活動モニタリングは、政府の地震調査研究推進本部が策定した基盤的調査

観測計画の下で整備が進められた地震及び GPS 連続観測網により行われ、今日では、その観測デ

ータ及び解析結果は広く公開されている。モニタリングシステムによって得られるデータは、地

殻活動予測シミュレーションモデルの構築やシミュレーション結果の検証において不可欠なも

のである。また、過去のデータとともに日本列島地殻活動情報データベースとして整備されるこ

とにより、大地震発生時の即時対応等にも活用できる。列島規模の広域のモニタリングシステム

だけでなく、想定東海地震震源域や東南海・南海地震震源域等、大地震の発生が予想される特定

の地域における地殻活動モニタリングの高度化も重要である。 

本研究計画では、関連研究者の連携の下、モニタリングシステム高度化のために、新たなモニ

タリング手法の研究開発、既存のモニタリング手法の改善、既存の観測網やデータ流通網等の整

備や改善、地殻活動モニタリングに有用なその他諸観測の整備等を実施した。また、特定地域に

おいては更に高密度かつ多項目の観測を実施した。 

 

ア． 日本列島域 

（地殻変動データによる地殻活動モニタリングシステムの高度化） 

基盤的調査観測として、GEONET 等 GPS 観測網による日本列島の広域地殻活動モニタリングを実

施しており、そのデータは広く公開されて多くの研究者に活用されているとともに、解析結果は、

地震調査研究推進本部地震調査委員会や地震予知連絡会等の重要な検討資料となっている（国土

地理院[課題番号：6004]、 海上保安庁[課題番号：8005]）。また GEONET データによる地殻変動

解析精度を向上させるため独自の精密単独測位法による解析法を開発し、準リアルタイムでモニ

ターすることができるようになった（東京大学地震研究所[課題番号:1413]）。これに加えて、VLBI

測量、高精度三次元測量（水準測量）、高度地域基準点測量（GPS 測量）等を実施し GEONET によ

る観測データを補足する詳細な地殻変動情報を提供している。例えば 2008 年岩手・宮城内陸地

震において高精度な上下変動測量結果を提供し、震源断層に関する重要な情報を提供するなど、

大地震発生時に迅速に測量を実施した（国土地理院[課題番号：6001、6008、6009]）。また GPS

や光波測距を用いた変動地形調査を、平成 20 年度には川奈、有峰湖、三鷹、切山地区で実施し、

５カ年では全国 28 地区（緊急観測２地区を含む）で実施した（国土地理院[課題番号：6017]）。 

 リアルタイムで取得可能になった GEONET の 1 秒毎のデータを利用し、震源断層の即時解析手

法の開発を進めた。60 点の電子基準点の同時解析が可能となり、2008 年岩手・宮城内陸地震等

に適用したところ、震源断層モデルの推定に耐えうる精度の地殻変動が地震後 10 分以内に得ら

れることが確認できた（図 41）（国土地理院[課題番号：6026]）。 

 

（地震観測データによる地殻活動モニタリングシステムの高度化） 

Hi-net 等の地震観測データを用い、震源、地震モーメント、発震機構解等の自動解析が可能と

なった。また、超低周波地震解析システムを開発し、日本付近の超低周波地震の自動検出が可能

になった。相似地震の自動検出システムを開発し、東海から東北における相似地震はほぼリアル

タイムで検出可能となった（防災科学技術研究所［課題番号：3007］）。 

全国地震データ流通ネットワーク（JDXnet）によりリアルタイムで配信されている広帯域地震

計データを用いた、地震の発生・位置・発震機構解の自動決定システムを開発し、日本列島地域
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のモニタリングに適用した。（東京大学地震研究所[課題番号：1413]）。 

 地震活動度の変化を自動的に検出するため、統計的手法によるシステムを運用し、静穏化・活

発化などに関するデータ蓄積を進めている。また検出結果を判定会等に報告している（気象庁[課

題番号：7020]）。地震活動と応力変化、固着や滑り域との関係を統計的に見出した（気象庁［課

題番号：7004］）。 

 陸域においては観測点高度が震源精度に与える影響を、海域においては堆積層が震源精度に与

える影響を評価した。補正後の震源計算結果と気象庁一元化震源カタログとを比較した結果、全

体として震源が浅くなるほか、震源分布が集中する傾向があることが分かった。また三次元速度

構造を用いた震源決定を、想定東海地震の震源域へ適用するとともに、それ以外の地域へも適用

範囲を広げた。（気象庁［課題番号：7005］）。三次元不均質構造による震源の再計算を海域にま

で拡大することにより、沖合の震源の深さ精度が向上することを確認した（気象庁［課題番号：

7004］）。定常的な一元化初動発震機構処理業務への自動処理の導入による決定能力の向上、F-net

や海外の広帯域地震計の波形データの導入による CMT 解の決定時間の短縮・精度向上を進めた（気

象庁［課題番号：7006］）。 

 微小地震の発生頻度は応力変化に依存するというモデルがある。この考えに基づき微小地震カ

タログデータから応力変化の状態の抽出を試みた。またＰ波初動極性の統計的解析により応力を

推定する方法を考案し、浦川沖周辺地域に適用した（北海道大学[課題番号：1009]）。 

  

（地殻活動モニタリング高度化に資する諸観測の実施） 

日本列島域における地磁気基準点（柿岡、女満別、鹿屋、父島）の観測を実施し、地磁気基準

値の精度向上とデータ取得の安定化を図った（気象庁［課題番号：7003］）。また、全国 11 点の

地磁気連続観測、５カ年で地磁気連続観測点及び一等磁気点 27 点で絶対観測等を実施した（国

土地理院［課題番号：6003］）。伊豆諸島（八丈島）における地磁気全磁力、地磁気三成分の連続

観測を実施した（海上保安庁［課題番号：8006］）。 

地殻変動の監視のため、全国 25 験潮場で 30 秒間隔の潮位観測を実施するとともに、得られた

30 秒潮位、毎時潮位、日平均潮位、月平均潮位等のデータをホームページで公開している（国土

地理院［課題番号：6007］）。全国 20 ヵ所で潮位観測を継続して実施し、観測された潮汐から平

均水面を求め、この変動から地殻変動をリアルタイムで集中監視している。（海上保安庁［課題

番号：8004］）。全国 71 ヶ所で潮位観測を継続し、ホームページで公開するとともに、各機関が

所有する 176 ヵ所の潮位データを一元化して国交省防災情報提供センターホームページにて公開

している（気象庁［課題番号：7017］）。 

 地殻変動の監視のため、５カ年で全国 25 カ所で絶対重力を測定した（国土地理院[課題番号：

6013]）。 

 

（観測データ流通ネットワークの高度化） 

全国の大学等へのデータ配信機能を衛星回線から超高速・高機能研究開発テストベッドネット

ワーク（JGN2plus）やフレッツグループなどの地上の高速広域ネットワークに移行し、新しい全

国地震データ流通ネットワーク（JDXnet）が構築したことに加え、新たに国立情報学研究所の国

立情報学研究所の次世代会術情報ネットワーク（SINET3）を利用したデータ流通ネットワークの

運用を開始し、より確実なデータ流通網が確立した。また地震観測点のチャネル情報の分散管理

システム（CIMS）の運用を開始した。これは、ウェブによる入力を可能にするなど、各大学独自
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の観測を維持しつつ、効率的な情報共有化を可能にするものである(東京大学地震研究所[課題番

号：1413])。 

 

イ．東海地域 

 大地震の発生が予測されている東海地域においては、列島規模のモニタリングに加えて、より

高度化された地殻活動モニタリングのための研究開発が実施されている。 

前兆滑りや短期的ゆっくり滑りの早期発見及び把握のために、気象庁以外のデータを用いた同

時異常の監視を可能にし、その有効性を確認した（気象庁［課題番号：7007］）。東海地震の予知

手法高度化のため東海地震に到るまでのシミュレーション精度向上、海底地震観測の実施、精密

制御震源(アクロス)によるモニタリング手法の開発、地殻の上下変動の潮位や GPS による精度向

上、レーザー式変位計の技術開発などを実施した。シミュレーションについては長期的ゆっくり

滑りが繰り返した後に東海地震が発生する可能性を示した（図 42）（気象庁［課題番号：7008］）。

東南海沖に新たなケーブル式海底地震計システムを敷設し、運用を開始した。（気象庁[課題番

号：7019]）。 

GPS を用いた高密度地殻変動観測では、GEONET 観測網と相補的になるように 58 点の観測点を

GPS 大学連合により設置し、得られたデータを用いて歪解析を実施した。その結果、地震活動に

基づく固着域の推定結果と整合する面積歪分布が得られたほか、短期的ゆっくり滑りによる変動

を見出すことができた (東京大学地震研究所[課題番号：1414])。駿河湾内での海底地殻変動観

測および銭
ぜに

洲
す

岩礁における GPS 観測が実施され、周囲の GEONET と整合的な結果が得られている 

(図 43)（名古屋大学[課題番号：1705]）。 

 地震防災対象強化地域を中心とした高精度三次元測量（水準測量）を５カ年でのべ 7000km 実

施した。また、御前崎においては 800ｍ深井戸の歪計・傾斜計・長距離水管傾斜計等の連続観測

の実施、切山観測点では長距離水管傾斜計、館山では水晶管伸縮計・水管傾斜計の連続観測を実

施した。御前崎において繰り返し絶対重力観測を実施した（国土地理院［課題番号：6011、6012、

6013］）。また東海地震震源域直上の豊橋、御前崎のほか静岡県菊川における繰り返し絶対重力測

定を開始した（図 44）(東京大学地震研究所[課題番号：1414])。 

 地殻変動により地下水の移動および化学成分の変化を解明するための研究が行われた。東海地

域の地下水観測設備の高速サンプリング化・リアルタイム化するとともに、いくつかの遠地地震

による地下水への影響が地震の揺れによりもたらされることを示した（産業技術総合研究所［課

題番号：5009］）。化学成分検出のための検出装置の改良を進めた（Tsunomori and Notsu, 2008）。

帯水層内の亀裂の状態変化を調べるためにラドン・ヘリウム・透水係数・電気伝導度を調べるこ

とが効果的であることを示した（東京大学理学研究科[課題番号：1503]）。さらに地下水の間隙

水圧および隣接する帯水層が地殻歪測定へどのように影響を及ぼすかについて、神岡および野島

のボアホールを用いて推定した（京都大学防災研究所[課題番号：1810]）。 

 

ウ．東南海・南海地域 

 南海トラフ沿いの地震活動をより詳細に把握し、沈み込むフィリピン海プレートの詳細な形状

を明らかにするために、平成 15 年から平成 19 年 12 月まで東南海地震と南海地震の境界が位置

すると考えられる潮岬沖の海底においてトラフ軸を超えた領域まで観測網を広げて長期連続地

震観測を実施し、震源決定を行った（図 45）（東京大学地震研究所［課題番号：1415］）。 
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 東南海・南海地震域における地殻変動特性を研究するために５カ年で 16 点の GPS 観測点を増

設し、ゆっくり滑りのモニタリングを行った結果、浜名湖周辺の東海地域でのゆっくり滑りが沈

静化後、その周囲で滑りが発生していることが分かった（国土地理院［課題番号：6025］）。また、

高精度三次元測量（水準測量）を牡鹿地区、三浦東地区、首都圏・神奈川地区及び室戸西地区で

実施した（国土地理院［課題番号：6014］）。 

 東南海・南海地震予測のため 12 点の地下水等総合観測施設を新たに整備した。この施設は歪

計や地震計も併設し、四国̶紀伊半島周辺直下のプレート境界で生じる M6-6.5 に相当する短期的

ゆっくり滑りを検出可能である（図 46）。（産業技術総合研究所［課題番号：5009］）。 

  

エ． その他特定の地域 

 大地震の発生が予測されているその他の特定の地域においても、列島規模のモニタリングに加

えて、より高度化された地殻活動モニタリングのための研究開発が実施された。 

 

（宮城県沖） 

 近い将来の地震発生が懸念されている宮城県沖においては、プレート境界の固着および滑りの

リアルタイムモニタリングに向けた研究が実施されている。プレート境界の固着に関しては、陸

上の GEONET 観測点および沿岸域に増強した GPS 観測点のデータを用い、準リアルタイム処理技

術を開発し、改良された時間依存逆解析法により、固着域分布とその変化を推定した。その結果、

1994 年三陸はるか沖地震の震源域における固着の回復、深部における弱い固着域の存在、および

その固着が 2005 年の宮城県沖の地震により解消されたことが明らかになった。また相似地震（小

繰り返し地震）を用いたプレート境界の滑りモニタリングに関しても準リアルタイム処理技術を

開発し、非定常的な滑りを見出すことができるようになった（図 47）(東北大学 [課題番号：1206])。 

宮城県沖では、長期繰り返し海底地震観測が平成 14 年度以来東京大学地震研究所、気象庁、

東北大学により共同で実施されている。この観測は長期観測型海底地震計を用いて、海底地震計

の位置の空間配置を一定に保つことにより地震活動の時間変化の推移把握を容易にすることで

ある（東京大学地震研究所[課題番号：1416]、気象庁[課題番号：7010]）。この記録と陸上の地

震観測点との併合処理を行った結果、2005 年宮城県沖の地震は 1978 年の地震の際の破壊域の一

部を再破壊したものであり、大部分は未破壊のまま残されていることが明らかになった。また震

源域付近の地震は、アスペリティ近傍と余効滑りの大きな地域に発生し、余効滑りの大きな時期

に発生していることが分かった。地震波速度構造を解析した結果、プレート間地震のアスペリテ

ィの分布に対応するような地震波速度構造不均質を見出すことに成功した(東北大学 [課題番

号：1206]、Yamamoto et al. 2008)。 

 

（糸魚川－静岡構造線） 

 平成 17 年度から５ヵ年計画で、重点的調査観測が行われているこの地域で、プロジェクトの

データを活用して、断層周辺の三次元的な速度構造を明らかにし、地震の震源と断層との関係を

調査した。その結果、三次元速度構造を用いた震源決定を行うことにより、定常的な観測網での

震源決定精度が向上することが分かった。また地震活動は活断層の断層面ではなく、その下方で

活発であることが分かった。（東京大学地震研究所［課題番号：1416］）。 

断層帯北・中部の約 30 観測点において GPS 繰り返し観測を実施し、詳細な地殻変動分布を明

らかにした。北部では逆断層運動を示唆する変形が断層付近に集中し、中部では右横ずれを示唆
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する変形がやや広域に分布していることが分かった（国土地理院［課題番号：6016］）。 

 

（南関東とその周辺域、伊豆半島東部） 

 ノイズレベルの高い南関東地域の都市部において浅いボアホール底に設置された地震観測ネ

ットワーク（首都圏地震観測網：MeSO-net）の記録を調べた結果、M3 以上の地震を良好に記録で

きることなどが明らかになった（東京大学地震研究所［課題番号：1416］）。 

伊豆半島東部では、地電位差、比抵抗、全磁力連続観測が実施された。1994 年の地震活動が活

発であった時期に比べ、一部の地域で見かけ比抵抗が数％高くなっていることが明らかになった

（東京大学地震研究所［課題番号：1416］）。 

 

（日本海溝・千島海溝周辺） 

５カ年に分け、順次、根室沖から房総沖にかけての地域に 18 台から 49 台の海底地震計による

長期連続地震観測を実施した。これらの観測によって得られる高精度震源分布から、日本列島下

に沈み込む太平洋プレートの形状の精度が向上した。そして、その形状と過去に起きた大地震の

アスペリティや現在の地震活動との関係が明らかになった（東京大学地震研究所［課題番号：

1415］）。 

 

（その他） 

 ５カ年に、地殻活動が活発な地域である地域として、樽前山、有珠山、北海道駒ヶ岳、岩手山、

磐梯山、浅間山、富士山、箱根、伊豆大島、伊豆東部、新島、三宅島、八丈島、硫黄島および東

海地震の予想震源域や牡鹿半島において GPS 観測を実施した。伊豆大島では自動光波測距を実施

した。また硫黄島には機動的 GPS 観測点を設置し測量を開始した。新潟県中越沖地震および岩手・

宮城内陸地震発生にともない緊急水準測量を実施し、新潟県中越、静岡県中西部、瀬戸内および

福岡県西方沖を震源とする地震に伴い GPS 機動連測観測点を設置した（国土地理院[課題番号：

6018]）。 

走査型震源決定法（Source-Scanning Algorithm）の改良を実施するとともに、飛騨山脈脊梁

部および跡津川断層周辺における低周波地震の調査を行った。（京都大学防災研究所［課題番号：

1809］）。 

歪速度が日本よりも一桁大きい台湾において、現地の研究機関が、日本からの技術移転等によ

って 16 点の地下水等観測網を構築しモニタリングを実施している（産業技術総合研究所[課題番

号:5009]。 

 

課題と展望 

モニタリングデータは、地殻活動予測シミュレーションモデルの構築やシミュレーション結果

の検証に利用されることを通じて、予測シミュレーションの精度向上に寄与する。 

この５カ年では、モニタリング研究では、次の進歩があった。 

従来から観測データの自動取得や流通がなされていたが、最近はその解析の自動化・迅速化が

図られている。震源決定だけでなく CMT 解などについても自動的に解析・公開されるようになっ

た。また相似地震や深部低周波微動についても自動検出が行われ、プレートの沈み込み運動を準

リアルタイムでモニターすることが可能になり、その後の研究に役立っている。海底地震観測は、

長期連続多点観測がすでに標準的な手法となり、陸域の観測網と同程度の質・量・密度での観測
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から海域における震源分布や地殻構造が次々に明らかになってきた。海底地殻変動についても、

数 cm の精度で測定できることが示され、各海域での観測結果が実際の地震研究に役立つ段階と

なっている。 

今後は、プレート境界における地殻活動予測シミュレーション研究や内陸地震発生の物理モデ

ルの開発研究との連携を進め、どのようなデータが必要か、観測値をどのように予測シミュレー

ションに組み込むか等を検討する。さらに、取得されたデータを組み込んだ予測シミュレーショ

ンシステムを実際に動かし、その結果を観測の高精度化や新たなモニタリングシステムにフィー

ドバックすることが必要である。 
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図 41：１秒ごとに取得される GPS データを用いた解析結果（Kinematic）と、通常の GEONET

解析結果（R2,Q2）を2008年岩手・宮城内陸地震に伴う地殻変動で比較したもの。R2,Q2はそ

れぞれ１日のデータを平均した GEONET 速報解と６時間のデータを平均した GEONET 迅速解で

あり、震源近傍においては１秒ごとのデータを用いた解析結果でも十分な精度で地殻変動を

推定できることを示している。（国土地理院［課題番号：6026］） 
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図42：シミュレーションによるゆっくり滑りの再現。(左)フィリピン海プレート境界面

上の滑り速度分布の時間変化。青は陸のプレートとフィリピン海プレートが固着し

ている領域、赤は滑りを開始している領域を表す。図中の数字は計算開始からの経

過時間（年）である。（右）浜名湖直下のプレート境界における滑り速度の時間変化。

（気象庁[課題番号：7008]） 
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図43 駿河湾，銭洲岩礁周辺における変位速度ベクトル。アムールプレートに対する変動

を示す。SNW，SNEは名古屋大学ほかの海底地殻変動観測による結果。ZENは銭洲岩礁で

のGPS観測結果。陸上の矢印は、国土地理院GEONETによる観測結果（畑中ほか［2003］

による）。丸印は海底局設置地点（名古屋大学［課題番号：1705］）。 
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図44：（左）2008年 11月の豊橋（名古屋大学三河観測所）の基準重力点における絶対重力測

定結果；（右）2004年からの重力経年変化（エラーバーは重力計測値の標準偏差を示す） 

 

 
図45：平成 15年から平成18年までの海底地震計の観測データから求められた地震の震央分

布。震源決定誤差が5km未満の決定精度が高い地震のみを表示している。 
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図46：紀伊半島～四国周辺における新規観測網（左図）と観測施設の概念図（右図）（産業総

合技術研究所［課題番号：5009］）。 
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図 47：小繰り返し地震データより推定されたプレート境界での滑り速度の分布。a-d はそれ

ぞれ、 1993-2007 年、 2008/1/1-2008/5/8 （茨城県沖 M7.0 の地震前まで）、

2008/5/8-2008/7/19（福島県沖 M6.9 の地震前まで）の期間のものである。赤星は、2008

年5月8日茨城県沖M7.0の地震及び2008年7月19日福島県沖M6.9の地震の震央を示す。

黒太線はフィリピン海プレートの北東限、挿入図はフィリピン海プレート上面での滑りレ

ートを示す。 
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２．（３）「地殻活動情報総合データベースの構築」研究計画 

 

「地殻活動情報総合データベースの構築」の研究は、地殻活動予測シミュレーションモデルの

開発の基礎となる観測データを整備し、地殻活動モニタリングシステムから有効に情報を取り出

すために必要不可欠である。本研究計画では、これまで蓄積されてきた日本列島規模の各種の基

礎データを整理・統合する「ア．日本列島地殻活動情報データベースの構築」を実施するととも

に、地殻活動モニタリングシステムからの多種・大量の観測データを有効処理するための「イ．

地殻活動データ解析システムの開発」を目指してきた。 

 

ア．日本列島地殻活動情報データベースの構築 

日本列島全域を網羅する高精度で稠密な重力データベースの構築を目指して、北海道内の重力

データ空白地域について、既存データの収集と新たな観測を行った。日高地域では、平成 16 年

度～17 年度にわたり新たに 287 点で測定し、既存データと合わせて重力異常マップを作成した。

これにより、戸蔦別岩体の形状が明らかになり、島弧衝突地域の地殻変動の様子も明瞭になった。

北海道北部地域はオホーツクプレートとアムールプレートの境界域である可能性があり、2004 年

の 12 月には留萌支庁南部で M6.1 の地震が発生している。当地域において、平成 19 年度に北海

道大学内の一等重力点を基準とする合計 478 点の相対重力測定を行い、重力データベースに追加

した。さらに平成 20 年度には天塩町及び遠別町周辺において合計 325 点の重力測定を行った。

この地域は、基本的に日本海東部地域に連なる南北方向の褶曲構造が発達している地域であるが、

重力測定の結果によると、本震の震源は背斜構造の中でドーム状に高密度岩体が高まった所の南

端にあり、それから北にドーム状構造の中に余震が広がっていることが示された。また、幌延断

層に対応して、北北西－南南東方向に直線上に重力異常の水平勾配が高い領域の存在が明らかに

なった（北海道大学［課題番号：1010］）。 

強震計(SMAC 型)の強震記録のフィルム作成作業を実施し、デジタル画像の作成を行った。これ

は、今後データベース化して活用される予定である。また、世界の大地震について収集された記

録およそ 500 枚を画像化(tiff 形式)し、研究者が迅速に利用できるようにインデックスデータベー

ス作成と公開に適した新しい画像形式である zooma への変換を行った。日本付近の過去の大地震

について、古い地震記象や津波記録、測地記録などの所在情報とそのスキャンデータのデータベー

ス化を行い、研究者が必要なときに迅速に利用できるようなシステムの構築を行った。所在デー

タベース作成にあたっては、関係機関の協力のもと日本列島に散在する過去の大地震の記録を調

査し作成を行った。東京大学地震研究所所蔵の歴史地震記象検索システム・津波波形画像検索シ

ステム等はウェブから利用可能なシステムとなっている（東京大学地震研究所［課題番号：1417］）。 

全国の高感度地震観測施設と基盤強震観測施設、強震観測施設から得られるデータを効率的に

収集・処理・蓄積し、日本列島全域における地震観測データベースを逐次的に追加・更新した（防

災科学技術研究所［課題番号：3011］）。 

過去さまざまな機関で実施された活断層調査の情報を網羅的に収集した活断層データベースを

構築し、インターネット上での公開を行った。平成 20 年度中に、既存文献の断層位置情報につ

いては、主な断層帯の調査データの入力をほぼ完了した。また、断層位置情報の表示に Google

マップを導入し、英語版においても断層位置を表示できるようにしたほか、日本語版も従来の電

子国土に加えて Google マップにも対応させた（産業技術総合研究所［課題番号：5010］）。 

10,000km2を達成目標として、活断層の詳細な位置、関連する地形の分布等の情報を、1:25,000
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都市圏活断層図として整備・公表してきた。平成 20 年度には、高山周辺の活断層「高山東部」「高

山西部」「高山西南部」3 面、岩国断層帯とその周辺「岩国」「下松」2 面を公表した。合計 30 面、

約 12,000km2を整備し目標を達成した（国土地理院［課題番号：6019］）。 

GPS 連続観測データクリアリングハウスの整備として、電子基準点（GEONET 観測点）や機動観

測点等の国土地理院が運用する GPS 観測点の観測データの関連情報を定期的に更新した。地震調

査研究機関等が所有する GPS 連続観測点の諸元情報、観測データの所在情報など、GPS データに

関する各種情報をウェブ上で提供するシステムの構築・運用を行ってきた（国土地理院［課題番

号：6029］）。 

柿岡・女満別・鹿屋・父島で観測された地磁気観測データを整理し、平成 16 年度に策定した統

一的なデータフォーマットへ変換した。変換が終了したデータは、改定を進めている地磁気永年変

化標準磁場(JGRF)の作成にも利用された。現存する1897～1912年の地磁気観測の１時間値データに

ついて、印刷資料からデジタル化するとともに、デジタル化したデータを点検し、必要な補正を

施したファイルを作成した。さらに、観測測器情報のデータベースへの登録形式の検討および柿

岡・女満別・鹿屋で過去に使用された観測測器情報の調査を実施した（気象庁［課題番号：7013］）。 

一元化処理による全国地震カタログの作成作業を継続して行い、平成 15 年 12 月～平成 20 年

11 月分の地震・火山月報（カタログ編）、平成 15 年～平成 19 年分の地震年報（平成 15 年～平成

18 年分は CD-ROM 版、平成 19 年分は DVR-ROM 版）を刊行した（気象庁［課題番号：7014］）。震源

カタログの高精度化と均質化を図るための過去の震源計算と総合的な地震カタログの作成も継

続しており、1969－1970 年を対象に精度よく決まる可能性がある地震について、気象庁火山観測

点の検測を行い再計算を実施した。1965－1975 年の大学等関係機関の検測値をコード化するとと

もに、1965・1969・1970 年の震源再計算を実施した（気象庁［課題番号：7015］）。これらに加え、

各官署に保存してある地震記象紙について、保存・廃棄の基準を明確にするとともに、1960 年代

に撮影し、すでに劣化が進んだマイクロフィルムを新たに複製する等の作業も行われた（気象庁

［課題番号：7012］）。 

 

イ．地殻活動データ解析システムの開発 

地殻活動総合解析システムの開発、運用を行っているが、新たに行われた観測データの追加、

水準測量の原データのフォーマット変更への対応、水準測量データの整合性の確認、潮位データの修

正、GPS データにおけるデータベース項目の追加、GEONET の新解析戦略による解析結果への更新

など、データベース内容の確認と更新を実施した。また、システムのバグの修正や利用環境の改

良、SAR（合成開口レーダー）視線方向の変動量計算機能の追加などの機能拡張を行った（国土

地理院［課題番号：6020］）。 

 

課題と展望 

データベースを構築するためには、基礎となる多項目で大量の観測データを効率よく整理・統

合することが必要不可欠である。基礎データの収集蓄積とこれを整理統合するためのデータベー

ス構築についてはそれぞれの関係機関により精力的に進められた。しかしながら、本計画の 5 ヵ

年では、データ入力を担う「地殻活動モニタリングシステムの高度化」の課題やデータベースを

利用する「地殻活動シミュレーション」の課題との連携が必ずしも密ではなかった感がある。今

後は、これらの課題とも密接に連携して、最終的な目標である地殻活動予測シミュレーションモ

デルに寄与するためのデータベースを効率的に構築する必要がある。 
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３．「新たな観測・実験技術の開発」研究計画 

 

 「新たな観測・実験技術の開発」研究では、これまでとらえることが困難、または不可能であっ

た現象を見るための「道具」を開発し、第２次新計画の推進に貢献した。 

この研究計画は、観測対象あるいは観測手段の観点から、次の四つの項目に分類される。 

（１）海底諸観測技術の開発と高度化 

（２）ボアホールによる地下深部計測技術の開発と高度化 

（３）地下構造と状態変化をモニターするための技術の開発と高度化 

（４）宇宙技術等の利用の高度化 

本研究計画の最終目標は、ここで開発された観測・実験技術が、第２次新計画の他の研究課題で

も利用され、第２次新計画全体の研究成果の向上に資することである。観測・実験技術の開発研究

は、他の研究課題と共同で実施されることが多く、この研究計画と関連の深いものであっても、他

の研究計画の中で実施されている技術開発もあるが、それらについては当該項目で報告されている。 

 

（１）海底諸観測技術の開発と高度化 

 海域で発生する地震を研究して、プレートの沈み込みに伴う大地震発生機構を解明するには、陸

域の観測網だけでは不十分で、海底諸観測技術開発と高度化が不可欠である。これにより、海域を

含めた十分な広がりと空間分解能を持つ観測網が構築でき、高精度の観測データを取得できる。そ

のため、次のような開発研究を実施した。 

 

（GPS－音響測距結合方式による海底測位計測システムの高度化） 

複数の研究機関が互いに連携し、宮城県沖、駿河湾、熊野灘等において観測船や曳航ブイを用い

た GPS 音響結合方式の精密海底測位の繰り返し観測を実施するともに、測位精度向上に関する研究

も継続した（Ikuta et al., 2008、海上保安庁, 2008a,b、望月・他, 2008、長田・他, 2008、佐藤・

他，2008、田所・他，2008、藤田, 2009、杉本・他, 2009b、渡部・他, 2009)。 

 GPS 音響結合方式による精密海底測位の最大の問題点は、水中音速構造の影響を強く受け、それ

により観測精度が低下することである。この影響を軽減するため、水中音速構造の観測値と数値モ

デルを併用する解析手法の開発（名古屋大学[課題番号:1706]、武藤・他, 2008、杉本・他, 2009a）

を進めるとともに、5 台の音響測位海底局を用いて海中音速構造の水平勾配も未知数として解く手

法も考案した（東北大学[課題番号：1207]、Kido et al., 2008）。更に、長期連続観測を目指して

係留ブイを用いた観測システムを開発し、試験観測を実施した（東北大学[課題番号:1207]、藤本・

他, 2008)。 

 

（海底における圧力・傾斜変動観測の高度化） 

長期間の海底圧力観測を実施するのに障害となる、海水による圧力センサーの腐食について、そ

の解決策を見出し、長期観測への道を開いた(東北大学[課題番号：1207])。 

 

（海底ケーブル利用システムの開発） 

これまで、光ファイバー海底ケーブルを利用した海底観測システムを、伊豆半島東方沖や三陸釜

石沖に構築してきた。今後これを発展させ，数百点規模の観測ノードを持つ海底ネットワークが必

要となることから、その開発を進めた（東京大学地震研究所[課題番号：1418]、Kanazawa et al., 
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2008）。開発されたシステムは、IT 技術と最新半導体技術により観測ノードの小型化を実現し、設

置費用の削減を志向したことが特長である。この観測ノードの小型化により、観測ノードを海底に

埋設も容易になり、観測精度の向上も期待できる。平成 22 年には、日本海中越沖に設置する予定

である。 

多項目観測を目的とした海底ネットワークによるリアルタイム長期総合海底観測システムの開

発を継続し，地震計、水圧計、電位差磁力計などのセンサーを接続したネットワークシステムを豊

橋沖に設置した（海洋研究開発機構[課題番号:4004]）。また、水中での増設や交換を可能とする着

脱コネクタ、高精度時刻分配を可能とする同期システムなどの要素技術開発研究も行った。 

 

（海底における長期地震観測の高度化） 

加速度計を追加した多項目センサーを持つ海底地震計の開発を継続し、海底強震・高感度地震計

を実用化した。平成 19 年から、直径 65ｃｍのチタン球を耐圧容器とする海底強震計１台を含む海

底地震観測網を、茨城沖に展開して観測を行っていたところ、平成 20 年 5 月 8 日に M7.0 の地震が

発生した。この前震－本震－余震に至る一連の地震活動を、震源域直上で広いダイナミックレンジ

で観測することに成功した。海底強震計により、波形が飽和しない本震の記録を得ることができ、

本震のＳ波の到着時刻の験測値から、その震源位置の精度向上に役立った(図 48) (東京大学地震研

究所[課題番号：1418])。 

 

(２) ボアホールによる地下深部計測技術の開発と高度化 

ボアホール利用による地下深部計測技術は、雑音の大きい地表から離れることによって高感度の

データを得るだけでなく、震源核に近づいて地殻応力状態や断層物質を直接測定するための重要な

技術の一つである。この研究項目では次のような研究を実施した。 

 

（地殻応力測定の高度化） 

水圧破砕法の問題点から逃れることができるボアホールジャッキ式応力測定法は、ジャッキと岩

盤壁面の接触状態により感度が変化するため、測定精度が低いという欠点があった。数値解析と岩

石の室内実験から、接触領域を狭くすると感度がほぼ一定となり、この問題を解決できることが分

かった。一方、深度 4～5km の程度の高圧環境での地殻応力測定では，接触領域を広くすれば良い

ことが明らかなった（東京大学地震研究所[課題番号：1419]、横山・他, 2008)。 

深度 500m 程度の高圧環境でも利用可能なインテリジェント型ボアホール歪計を用いた地殻応力

測定法の開発研究を継続した（名古屋大学[課題番号：1707]）。この測定法の問題点である歪計固

定の際に用いるモルタルの残留応力による効果の評価法が分かり（東京大学地震研究所［課題番

号：1419］）、実用化の目途が立った。 

岐阜県神岡鉱山坑内の深度 0.6km、跡津川断層より水平距離 1.1km の地点での、水圧破砕法、高

剛性水圧破砕法、埋設型応力解放法及びボアホールジャッキ式による地殻応力測定の比較試験（図

49）を実施した際に得られたデータから、この地域の最大圧縮応力方向は跡津川断層に垂直である

ことが分かった。これは測定地点近傍の跡津川断層が、大きなせん断応力を支えていないことを示

唆している（名古屋大学[課題番号：1707]、防災科学技術研究所[課題番号：3013]、東京大学地震

研究所[課題番号：1419]、佐野, 2009）。 

 

（ボアホール間隙水圧測定） 



 - 89 -

神岡鉱山坑道内の近接した二つのボアホールや野島断層のボアホールで間隙水圧の連続観測を継

続し、その大気圧応答、理論地球潮汐や地震波に対する応答を詳しく解析した。このような解析か

ら、地殻応力の推定には、地殻歪だけでなく、岩盤の間隙水圧も同時に観測し、歪と間隙水圧の相

互作用を考慮した間隙弾性論を用いる必要があることが示された（京都大学防災研究所［課題番

号：1810］、Kano et al., 2008a, b)。 

 

（光干渉計測技術等先端技術の導入） 

地殻歪を高精度で計測するためのレーザー変位計の開発研究を継続した(東京大学地震研究所

[課題番号：1419、1420])。狭い測定範囲であるが高分解能の干渉計と、低分解能ではあるが広い

計測範囲のものを併用したシステムを開発した。測定精度の向上を目指して、ディジタル方式光軸

制御システムを組み込んだ結果、地震時の歪ステップが安定して測定できるようになった。 

 

（３）地下構造と状態変化をモニターするための技術の開発と高度化 

 地殻内の微小な応力変化、散乱体や地殻内流体の分布の変動、プレート境界での反射強度の時間

変動、地殻深部の物質移動地殻比抵抗の時空間変化、地殻内の水の状態変化などをモニターするた

め、以下のような技術開発研究が実施された。 

 

（精密制御震源技術の高度化） 

名古屋大学三河地殻変動観測所（豊橋）に設置した 2台のアクロス震源装置の、発振信号の位相

と振幅とを独立に制御した実験を行い、振動の伝播方向を制御することを試みた。その効果はある

程度確認できたが、理論的に予想した結果と一致しないため、解析の見直しと高度化を進めている

（生田・他, 2008)。三河観測所のアクロス震源装置はおおむね順調に稼働しており、遠隔モニタ

リング、遠隔操作のシステムの構築を継続した(名古屋大学[課題番号：1708])。 

アクロス制御震源からの振動波群の時間変化を検討するために、Hi-net 鳳来観測点(N.HOUH)の連

続観測記録の解析を行った（Hasada et al., 2008）。平成 17 年と平成 18 年に実施した愛知県新城

市の愛知県民の森での観測記録も再解析し、観測されたアクロス制御震源からの信号に、高い再現

性と安定性があること、検出された波群はアクロス制御震源からの信号であること、後続波群が地

殻深部からの反射波と解釈できることが確認された(Yamaoka et al., 2008、Yamazaki et al., 2008)。

この解析結果を図 50 に示す。 

Hi-net 鳳来観測点(N.HOUH)の約 2年間の連続観測記録の解析から、初動付近の波群の相関係数や

走時は、わずかながら年周変化のような変動を示すこと。また、後続波群のそれらの変動は初動付

近よりも大きいこと。更に、相関係数や走時は深部低周波微動の活動が開始すると変動し、終了後

は元に戻る傾向を示すことなどが明らかになった(Furukawa et al., 2008)。これは興味深い観測

事実であるが、現時点でこの変動を説明できるモデルは構築できていない。 

精密に発振時刻を制御したパルス波形とそれと同期した計測装置を用いて岩盤内を伝わる弾性

波速度、波動減衰などの特性を計測し、応力変化などの岩盤内部の状態変化を推定することを目的

とした試験観測を継続した。神岡鉱山に設置した弾性波速度計測装置は、同じ場所に設置されてい

るレーザー伸縮計や地下水観測装置などと比較するための観測を継続している(東京大学地震研究

所[課題番号 1420])。 

 

（平坦な周波数特性を持ちかつ高感度な地震計の開発） 
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レーザー伸縮計、超伝導重力計、レーザー地震計は、平坦な周波数特性を持つことから、広帯域

地震計として利用できる。これらの性能が、従来の広帯域地震計に比べ、どのような差異があるか

を調べるため、同一観測点での並行観測を行い、観測された波形の振幅と周波数特性を比較した。

レーザー地震計は制御回路の低雑音化とデータ取得時間の最適化を行えば、測定精度を約１％以内

まで向上させる見込みが得られた。これにより、従来の広帯域地震計よりも長周期側に帯域の伸び

た 1mHz～50Hz で平坦な周波数特性を持つ地震計ができることが実証できた（東京大学地震研究所

[課題番号：1419 および 1420]）。 

 

（マントル起源のヘリウム放出量計測技術開発） 

地下深部の状態変化を観測するため、地下深部からしみ出してくるマントル起源の揮発性物質で

あるヘリウムガス（以下、マントルヘリウム）の浸出量を観測する技術の開発を継続した。四国地

方の中央構造線や、トルコ・アナトリア断層におけるマントルヘリウムの放出特性を調査し、3He/4He

が構造線上で高いことがわかった。これはマントルヘリウムが断層に沿って放出されていることを

示唆している(東京大学理学系研究科[課題番号：1505])。 

 

（４）宇宙技術等の利用の高度化 

 GPS や SAR に代表される宇宙技術の利用は地殻変動観測に革命をもたらした。ここでは次のよう

な研究が実施された。 

 

（GPS 測位技術の高度化研究） 

GEONET 観測データの解析から得られる地殻変動は、地震予知研究に不可欠なものとなっている

（国土地理院, 2008、2009a)。1 秒ないし 10 秒サンプリングによる観測データを用いて、変位を推

定する高度なキネマティック解析手法の開発も進展した。この手法より、2008 年中国・四川地震か

らの表面波が、震央距離 3000km 付近でも GPS で観測できることが明らかになった（図 51）（京都大

学防災研究所[課題番号：1811]、京都大学防災研究所・他，2008）。GPS の解析誤差の軽減のため、

数値気象モデルから推定された水蒸気分布から大気伝播遅延の効果を見積もることや、電離層遅延

および非潮汐海洋質量による荷重変形の効果の補正する手法の開発が行われ、誤差軽減に役立った

（国土地理院［課題番号：6027]、Munekane et al., 2008)。 

 

（干渉 SAR による地殻変動観測手法の高度化研究） 

干渉 SAR は、地殻変動を面的に稠密に計測できる利点がある。地球観測衛星「だいち」の SAR デ

ータを利用した干渉解析が実施され、2007 年新潟県中越沖地震、2007 年ソロモン諸島地震に伴う

地殻変動などが検出された（鈴木・他, 2008、Aoki et al., 2008a,b、森・他, 2008)。2008 年岩

手・宮城内陸地震、2008 年中国・四川地震では、広域に高密度な地殻変動をとらえ、震源断層の形

状や断層面上の滑り分布の推定に利用した（図 52、53）（国土地理院[課題番号：6022、6033] 、雨
貝・他, 2008、国土地理院, 2009b）。干渉 SAR から推定される地殻変動の補正法についての手法開

発が実施され、大気遅延や衛星軌道の補正が重要であることが明らかになった（東京大学地震研究

所[課題番号：1421]、国土地理院[課題番号：6032]、防災科学技術研究所[課題番号：3015]、情報

通信研究機構[課題番号：0101])。 

 

（次世代テレメータ衛星通信システムの開発） 

コメント [m1]:  No.３０ 

コメント [m2]:  No.３１ 

削除: 平成 19年能登半島地震

（M6.9）、

削除: 雨貝・他, 2008、

削除: され

コメント [m3]:  No.３２ 

コメント [m4]:  No.３３ 

削除: 水蒸気遅延等、大気

コメント [m5]:  No.３３ 

削除: 22
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低消費電力で、周波数帯域の利用効率の高い地震観測用 VSAT 衛星テレメータシステムの開発を

行った（東京大学地震研究所[課題番号：1421]）。ここで開発された技術を用いて、機動的に多点

の地震観測を実現できる衛星テレメータシステムが実用化された。 
 

課題と展望 

新たな観測・実験技術の各開発課題については、第２次新計画で当初掲げた到達目標達成に向け

て進展した。GPSと音響測距を利用した海底測位では、目標とした繰り返し観測精度２～３cmが達

成された。また実用化のための試験観測で得られた観測記録が、地震断層のパラメータの推定にも

使われたことは、この技術が既に実用の域に達していることを示すものである。今後は、現時点で

実現できていない連続測定に向けた開発が望まれる。精密制御震源技術開発に関しては、複数のア

クロス震源を位相制御して利用する試みが始められたが、地下構造の状態をより詳細に推定するた

めには、更なる開発が必要であると。GPS解析手法の開発では、すでに一定の成果が得られている

が、測位精度を向上させるためには、さまざまな誤差要因を取り除く補正手法の開発を継続するこ

とが重要である。干渉SARによる地殻変動の推定は、大きな地殻変動に対しては変動量の推定が実

現でき、成果が上げられている。今後は、更に小さな地殻変動であっても検出可能となるよう、水

蒸気遅延等の大気補正手法の高度化を図る必要がある。 
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図 48：平成 18 年に茨城沖に設置した 5台の海底強震・高感度地震計(上) 、および平成 20 年 5 月 8 日に

発生した茨城県沖の地震（M7.0）の震央近傍での加速度記録(下)（東京大学地震研究所[課題番号：1418]） 
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図 49：新たに開発されたボアホールジャッキ式応力測定プローブ。神岡鉱山跡津川坑内のボアホールに

投入される直前。図中、油圧ジャッキが図中左右に開きボアホール壁を押し、きれつを押し開く。図の

中央部がきれつ開口を検出するための変位センサー。東京大学地震研究所[課題番号：1419]。 

 

 

 

 
 
 
図 50：地震計アレイおよび Hi-net で観測された土岐アクロス信号の伝達関数。（左）震源から到来する

方向のセンブランス。（中）到達時刻 14 秒の波群の到来方向。（右）その波群の到達時刻の長期時間変

動(名古屋大学[課題番号：1708]) 
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図 51：1 秒サンプリング GPS データの解析で得られた 2008 年 5 月 12 日中国・四川地震の地震波の

transverse 成分。震央距離は 1400km から 3300km まで Love 波を捉えているものと思われる。また、き

れいな分散が認められる（京都大学防災研究所［課題番号：1811］）。 
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図 52：平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震の干渉 SAR による地殻変動分布。（左）西南西上空の衛

星と地表間の距離変化。（右）東南東上空の衛星と地表間の距離変化（国土地理院［課題番号：6022］） 
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図 53：平成 20 年中国・四川地震に伴う地殻変動分布。「だいち」SAR 干渉画像。この干渉画像から、1)

龍門山断層帯で大きな地殻変動が生じたこと、2)震源断層の長さは約 285km であること、3)断層運動は

右横ずれ成分を含む逆断層型であること、4)北西側でローブ(lobe)状の干渉縞が数箇所見られ、断層面

上のすべりが不均質であったこと、等が判明した。（国土地理院［課題番号：6030］） 
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